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第2次かどま男女共同参画プラン推進状況等調査シート

門真市市民生活部人権女性政策課



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 身近な問
題とし
て、市民
に理解と
共感を広
げる

広報紙など
の媒体を通
じた啓発の
推進

あらゆる年代や立場
の人が男女共同参画
への理解を深めるた
め、広報紙などの媒
体を通じて啓発を進
めます

門真市男女共同参
画推進条例や第２
次かどま男女共同
参画プランの周知
に努めるととも
に、各課の24年度
推進状況及び25年
度事業目標並びに
審議会意見を付
し、ホーム・ペー
ジで公表する

①市のホームページに「第2次かどま男女共同参
画プラン」、「条例」及び「推進状況等調査シー
ト」を掲載、また、市民講座等で講座参加者等に
周知啓発を行った。

②「第2次かどま男女共同参画プラン」と「条
例」がホームページにより市民の方に見えるよう
になったことに加え、「推進状況等調査シート」
を公表することで啓発効果が向上した。

③ホームページでは市内全戸に届かないため「広
報かどま」により積極的に啓発記事を掲載する。

門真市男女共同参画
推進条例や第２次か
どま男女共同参画プ
ラン及びプランの推
進状況を広報紙・
ホームページ等、多
様な媒体で周知を図
る

啓発推進に積極
的に取り組んで
おり高く評価で
きる。また改善
点も明確であ
る。
今後も多様な媒
体を用いた積極
的な啓発推進に
取り組んでいた
だきたい。

人権政策課　

1

男女共同参
画に関する
認識を深め
る機会の充
実

講座などを開催し、
男女共同参画に関す
る認識を深める機会
の充実に努めます

男女共同参画研究
講座を実施し、24
年度より講座の参
加者が増加するよ
う周知し、男女共
同参画に関する認
識を深める機会の
充実に努める

①男女共同参画週間である6月23日～29日の間
に3日間連続講座を実施し、市民と職員延べ85人
の参加があった。

②連続講座において、「母子家庭」「地域と社会
の未来」「女性への暴力防止」の視点から学習を
行い、女性の社会進出に必要である情報を紹介で
きた。

③参加者が平成24年度84人と比較しほぼ同様で
あるが参加者を増やすための工夫が必要。

3日間連続の講座か
ら、1日単位の講演
会として開催し、集
客率を上げることに
より男女共同参画に
関する認識を深める
機会の充実に努める

連続講座の参加
者数を講演会方
式に変更するこ
とによって増加
させようと改善
に取り組んでい
る姿勢は評価で
きる。
方式変更による
集客効果の有無
など事後チェッ
クすることが望
まれる。

人権政策課　

2

人権尊重意
識を高める
機会の充実

講座などを開催し、
人権尊重意識を高め
る機会の充実に努め
ますまた、性的マイ
ノリティや性の多様
性も含め、人権尊重
意識を高めるための
機会の確保とその内
容の充実に努めます

人権講座の開催時
期や時間帯の精査
を行い、24年度よ
り参加者が増加す
るような工夫を加
え、憲法週間、平
和事業、人権週間
等さまざまなテー
マを提供し人権尊
重意識を高める講
座になるよう努め
る

①啓発月間・週間等に合わせ、憲法、非核・平
和、ワークライフバランス、人権などの「差別問
題」等、それぞれのテーマで講演会やイベントが
開催できた。

②目標どおりの時期に合わせ開催することがで
き、目標としていた参加者の増加を達成できた。

③講座は平日の昼間のみ5回開催し、1回平均37
人を集客し、前年度平均の29人を上回ったが、さ
らに、開催目的等を明確にし、わかりやすい事業
となるよう取り組む。

人権講座の開催時期
や時間帯の精査を行
い、25年度より、さ
らに内容を充実さ
せ、事業目的を明確
にすることで参加者
の増加につながるよ
う、憲法、非核・平
和、ワークライフバ
ランス、人権等、さ
まざまなテーマを提
供し、人権尊重意識
を高める

参加者数が増加
するなど取り組
みは高く評価で
きる。また、開
催時期や時間帯
の精査、内容充
実に取り組もう
としている姿勢
は高く評価でき
る。

人権政策課　

3

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

方針 施策

男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り

1



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

男女等の人
権を尊重し
た表現の推
進

広報紙やチラシ、パ
ンフレットなどの媒
体において、男女等
の人権を尊重した表
現の推進に努めます

広報誌やチラシ、
パンフレット等に
男女の人権尊重の
視点から、適切な
表現を使用するよ
う努めるととも
に、庁内各課が行
う男女の表現行為
が適切に運用され
ているか必要な配
慮を行う

①「障害者差別解消法」の成立により、誰もが人
として幸福に生きるための啓発冊子「障がいのあ
る人と人権」をイベント等で配布し、他には、庁
内各課が発信するメールや啓発ポスター等の表現
においても適切に運用されていた。

②啓発冊子や庁内の案内・パンフレット等は、担
当課においてわかりやすく工夫されている。

③啓発冊子はより多くの市民の方に届けられるよ
うに努めるとともに、庁内での表現の運用は、さ
らに適切な進行管理が必要。

広報誌やチラシ、パ
ンフレット等に男女
の人権尊重の視点か
ら、適切な表現を使
用するよう努めると
ともに、庁内各課が
行う男女の表現行為
が適切に運用されて
いるか必要な配慮を
行う

男女等の人権を
尊重した表現に
関しては、担当
課における配慮
だけでなく、自
ら適切な運用に
配慮する姿勢が
庁内各課におい
て醸成されるこ
とが望まれる。

人権政策課　

4

2 地域団
体、企業
などと一
体となっ
た啓発を
進める

地域団体、
企業などに
対する働き
かけ

地域団体や企業など
に対し、男女共同参
画社会の実現に向け
た取り組みが推進さ
れるように、働きか
けます

門真市企業人権推
進連絡会、大阪企
業人権協議会、地
域団体等との連携
を密にし、男女が
対等な立場で活躍
できるよう啓発を
進める

①大阪企業人権協議会と門真市企業人権推進連絡
会の連携により「企業の社会的責任としての人権
の取り組み」をテーマに研修を開催し、啓発パン
フレットの配布も行ったが、地域団体等との交流
ができなかった。

②企業人権研修等は効果的であったが、地域団体
等への啓発の進め方などを検討すべきである。

③企業人権研修等は継続して取り組むこととし、
地域団体等との交流手段を庁内各課と連携して取
り組むことが必要。

門真市企業人権推進
連絡会を対象に、固
定的性別役割分担意
識に基づく格差や習
慣等について、職場
での男女共同参画の
研修に取り組み、地
域団体等との働きか
けを強化する

庁内各課と連携
して、地域団体
等との連携・交
流を強化するこ
とが強く望まれ
る。

人権政策課　

5

3 男女共同
参画に関
する情報
を収集
し、提供
する

大阪府等関
係機関との
連携による
男女共同参
画に関する
情報の収集
と提供

あらゆる場面で男女
共同参画の意識が醸
成されるよう、大阪
府等関係機関と連携
し、情報の収集や提
供に努めます

国や大阪府等関係
機関との連携によ
り、男女共同参画
に関する情報収集
に努め市民の方に
提供していく

①内閣府発行の月間総合情報誌「共同参画」や平
成25年版「ひとりひとりが幸せな社会のために」
の統計情報誌を人権政策課の啓発コーナーで情報
提供した。
　
②情報誌の内容は、男女共同参画全般の意識の醸
成に向けた説明や、女性の活躍等の紹介があり好
評を得ている。

③情報誌の部数が少ないが市内公共施設に常設す
ることや内閣府サイトと市のホームページがリン
クすることが必要。

国や大阪府等関係機
関との連携により、
男女共同参画に関す
る情報収集に努め、
市民に提供する

情報収集だけで
なく、人権政策
課の啓発コー
ナーで情報提供
をするなどの取
り組みをしてい
ることは、評価
できる。

人権政策課　

6

方針 施策

2



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

メディアを
活用した男
女共同参画
の推進

メディアの発信する
内容を主体的に選択
し、読み解き、活用
できる能力の向上を
図るため、関係課や
大阪府等関係機関な
どと連携した取り組
みを進めます

内閣府が発信す
る、共同参画に関
する情報誌「共同
参画」の部数を増
やしたうえで市内
公共施設に提供し
ていく

①内閣府発行の月間総合情報誌「共同参画」や
「男女共同参画社会の実現をめざして」の統計情
報等を人権政策課の啓発コーナーで提供した。

②男女共同参画全般の意識調査などの統計が示さ
れており、男女の格差等の情報提供がされてい
る。

③情報誌の部数が少ないが市内公共施設に常設す
ることや内閣府サイトと市のホームページがリン
クすることが必要。

内閣府男女共同参画
局や大阪府等のサイ
トと市ホームページ
をリンクし、市民へ
の男女共同参画情報
の提供に努める

内閣府サイトや
大阪府等のサイ
トには情報誌が
PDFで掲載され
ているなど情報
提供が積極的に
なされているの
で、至急、市の
ホームページか
らリンクを張る
べきである。

人権政策課　

7

男女共同参
画意識を育
む保育の推
進

保育所において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする保育を進
めます

保育所保育指針に
基づく子どもの個
性を尊重した保育
の実施

①保育所保育指針の趣旨を園全体で理解・周知し
たうえで、一人ひとりの子どもの個性を尊重し、
能力を発揮できる環境づくりを各クラスで展開し
た。

②園生活や遊びを通じ、男女がともに遊び学ぶ中
で、性別にとらわれず、個性を尊重する意識づく
りが図られた。

③今後も性的役割分担意識をもたらさないよう、
子どもへの言葉かけなどを通じて、子どもの心の
育成に配慮していく。

保育所保育指針に基
づく子どもの個性を
尊重した保育の実施

引き続き、幼児
の段階からジェ
ンダー・バイア
スをかけないよ
うに組織的に取
り組んでいただ
きたい。

子ども課

8

保育所職員
研修の充実

保育所職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った保育が進め
られるよう、研修を
充実します

保育所職員に対す
る男女共同参画の
視点に立った保育
を推進するための
研修への参加を促
進

①保育所職員への男女平等意識の浸透のため、研
修参加が可能な体制を整備し、各種研修への参加
を促した。

②各種研修への参加により、男女共同参画の視点
を学ぶとともに、研修内容の報告を行うことによ
り、参加できなかった職員にも周知を図ることが
できた。

③今後も引き続き、研修への参加促進を図るとと
もに、複数年をかけて全員が研修に参加できるよ
う体制づくりに努めたい。

保育所職員に対する
男女共同参画の視点
に立った保育を推進
するための研修への
参加を促進する

研修は非常に重
要であるので、
引き続き、研修
への参加促進を
図るとともに、
複数年をかけて
全員が研修に参
加できる体制を
速やかに整備し
ていただきた
い。

子ども課

9

男女共同参
画意識を育
む教育の推
進

幼稚園や学校におい
て、男女共同参画と
一人ひとりの個性の
尊重を基本とする教
育を進めますまた、
性別にとらわれず、
男女が主体的な選択
を可能にするための
個性や能力を尊重し
た進路・生徒指導を
進めます

男女共同参画と一
人ひとりの個性の
尊重を基本とした
教育を推進するた
め、男女平等教育
推進委員会等で、
情報共有や意見交
流を行う

①男女平等教育推進委員会で、各校の実践や情報
を共有し、意見交流を行った。

②性別に捉われず、自分自身だけでなく周りを含
めた、一人ひとりが大切な存在であることに気付
くことができるような取組を行っている。

③幼小中の一貫教育における校種間の連携のも
と、継続して取組みを進めていく。

男女共同参画と一人
ひとりの個性の尊重
を基本とした教育を
推進するため、男女
平等教育推進委員会
等で、情報共有や意
見交流を行い、進路
を見据えた取組を推
進する

教育機関の果た
す役割は非常に
大きいので、幼
小中の連携のも
と、今後も継続
して積極的に取
り組んでいただ
きたい。

学校教育課

10

2 1 保育所・
幼稚園・
学校など
におい
て、男女
共同参画
意識を育
む

施策

多
様
な
選
択
を
可
能
に
す
る
教
育
・
学
習
の
推
進

方針

3



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

幼稚園・学
校教職員研
修の充実

幼稚園・学校教職員
に対し、男女共同参
画の視点に立った教
育が進められるよ
う、研修を充実しま
す

男女平等教育推進
委員会を中心に教
職員研修の実施を
行う

①男女平等教育推進委員会や学習会において「か
どま第2次男女共同参画プラン」の紹介や各学校
園での周知を行い、「デートＤＶ」や男女平等教
育に関する。実践報告会を行った。

②中学校からも実践報告を行うことにより、系統
的な取組につながる事例となった。

③より実践的な授業や発達段階に応じた取組を各
校園に広げる。

男女平等教育推進委
員会を中心に、取組
を充実させることが
できるような教職員
研修の実施を行う

実践報告などに
よる学校園間の
情報共有は重要
であるので今後
も継続していた
だきたい。
より実践的な授
業や発達段階に
応じた取組が各
学校園に広がる
ことを期待す
る。

学校教育課

11

キャリア教
育の推進

子どもたちが将来の
夢や希望をしっかり
と描き、学ぶことや
働くことへの意欲や
目的をより確かなも
のにするために、引
き続き中学校で行わ
れる職場体験学習を
より充実させるとと
もに、各中学校区に
おいては、小・中学
校の一貫した系統的
なカリキュラムによ
るキャリア教育を研
究し、実践を進めま
す

一貫教育課程研究
委員会等で、保・
幼・小・中学校に
おける系統的なカ
リキュラムによる
キャリア教育につ
いての研究を進め
る

①各中学校において、職場体験学習を行い、学ぶ
こと・働くことに意欲や目的を持てるような体験
学習を行った。
一貫教育課程研究委員会にて、キャリア教育の研
修を実施するとともに、一貫教育全体計画を作成
した。

②各校区一貫教育課程研究委員会において、一貫
したキャリア教育の理解が一層深まった。
中学校区ごとの連携したキャリア教育の実践を一
定積むことができた。

③全体計画に基づいた実践のさらなる積み重ねが
必要である。

一貫教育課程研究委
員会等で、保・幼・
小・中学校における
系統的なカリキュラ
ムやキャリア教育に
ついての研究を進め
る
一貫教育全体計画に
基づいた実践をさら
に積み重ねていく

全体計画に基づ
いた実践の積み
重ねとカリキュ
ラムの系統性に
関する研究の継
続が望まれる。
キャリア教育の
実践の成果を他
の自治体と比較
するなどして検
証し、検証結果
に基づいて更に
改善することが
望まれる。
また、市民への
積極的な広報が
望まれる。

学校教育課

12

保護者に対
する男女共
同参画社会
の啓発の推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めますまた、男女
共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

懇談や保護者会活
動の場など、あら
ゆる機会を通じ、
保護者の男女共同
参画に向けた啓発
を推進する

①懇談会や保護者向け行事などにおいて男女共同
参画による子育ての具体例を紹介するなど啓発を
進めるとともに、男女共同参画の視点で保護者会
活動が運営されるよう援助を行った。また、子ど
もに関する相談を通じ、各家庭が抱える問題につ
いて適切に対応するとともに、必要に応じて関係
機関と連携し、支援に取り組んだ。

②男女共同参画の意識が浸透しつつあり、親子行
事への参加、送迎、家庭が抱える問題への対応な
どにおいて、母親任せにせず参加する父親が増加
している。

③さらに保護者全体に理解が進むよう、今後と
も、園と家庭が連絡を密にする中で、あらゆる機
会をとらえ、啓発に努めていく。

懇談や保護者会活動
の場など、あらゆる
機会を通じ、保護者
の男女共同参画に向
けた啓発を推進

父親の参画が増
加していること
は、取り組みの
成果として高く
評価できる。今
後も、保護者全
体に理解が進
み、父親の参画
がさらに促進さ
れるよう、各学
校園と家庭が連
絡を密にしなが
ら、あらゆる機
会を用いて啓発
に努めていただ
きたい。

子ども課

13

施策方針

4



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

保護者に対
する男女共
同参画社会
の啓発の推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めますまた、男女
共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

男女共同参画の視
点に立ったＰＴＡ
活動の実施に向
け、環境の醸成に
努める。また、男
女共同参画の視点
に立った家庭教育
の重要性について
の啓発が進むよ
う、男女平等教育
推進委員会等で、
情報共有や意見交
流を行う

①幼稚園、学校などにおける保護者の男女共同参
画や子どもにとっての男女共同参画などについ
て、ＰＴＡ活動の中で理解を深められるよう啓発
した。

②男女共同参画の視点に立った家庭教育の重要性
についての啓発が進むよう、男女平等教育推進委
員会等で、情報共有や意見交流を行うことができ
た。

③ＰＴＡ活動をとおして保護者への啓発が進むよ
う、地域学習課とも連携し、取組を進める。

男女共同参画の視点
に立ったＰＴＡ活動
の実施に向け、地域
学習課とも連携して
働きかけを行う。ま
た、男女共同参画の
視点に立った家庭教
育の重要性について
の啓発が進むよう、
男女平等教育推進委
員会等をとおして、
各学校園での取組を
進める

地域教育文化課
と連携して、今
後も継続して啓
発推進に取り組
んでいただきた
い。

学校教育課

14

男女等のエ
ンパワーメ
ントやチャ
レンジのた
めの能力開
発や学習機
会の充実

男女が個性と能力を
発揮できるように、
意識啓発を行うとと
もに、能力開発や技
術の向上のための講
座など学習機会の提
供の充実に努めます

能力開発や技術の
向上のための講座
など学習機会の提
供に努める

①元気アップ講座として、身体ほぐし体操や園芸
体験、心ほぐしコンサートを実施した。

②健康で元気な生活をするためのコミュニケー
ション力や身体づくり、環境づくりのスキルを、
楽しみながら身につける場として、大変好評で
あった。

③能力開発、技術の向上の視点でセミナーを開催
する。

能力開発や技術の向
上のための講座など
学習機会の提供に努
める

エンパワーメン
トにつながる能
力開発、技術向
上のセミナーや
講座の開催に継
続して取り組ん
でいただきた
い。
参加者からの要
望なども聴取し
て、多様な学習
機会を提供して
いただきたい。

地域教育文化課

15

男性の家庭
生活や地域
活動への参
加を促進す
る機会の充
実

子育て期の父親のみ
ならず、退職後の男
性などが子育てや介
護、料理などが必要
になったときにも困
らないように、知識
や技術習得のための
教室を開催します

家庭教育学級とし
て親子料理教室を
開催し、男性の参
加を促す。また、
お父さんの料理教
室、60才以上のパ
ソコン教室等につ
いては、男性のさ
らなる参加増を図
る

①昨年度は「お父さんの料理教室」として開催し
ていたが父親に限らず男女参加の幅を広げるため
に「なかよし料理教室」とタイトルを変えて開催
した。60歳以上のパソコン教室もエクセルを利用
した家計簿の作製など男女ともに好評であった。

②なかよし料理教室では父子の参加者や夫婦そ
ろっての参加もあった。60歳以上のパソコン教室
は男性の参加者の割合が増えている。

③広報の仕方、開催時期、時間などさらに工夫が
必要である。

「なかよし料理教
室」はシルバー人材
センターと共催で取
り組み、さらに男性
の参加者が増えるよ
うなメニューの工夫
をするとともに、60
歳以上のパソコン教
室も継続して開催
し、さらにステップ
アップ講座にも取り
組む

参加者の幅が広
がったことは評
価できる。パソ
コン教室の課題
内容に男女共同
参画に関する内
容を盛り込むの
も一案かと思わ
れる。評価に受
講者数男女内訳
など記載が欲し
い。

地域教育文化課

16

施策

男女共同
参画を進
める多様
な学習機
会を提供
する

方針

2

5



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

3 1 暴力を許
さない社
会をつく
るための
啓発を進
める

市民に対す
るＤＶやセ
ク シ ュ ア
ル・ハラス
メントなど
の啓発の推
進

市民に対し、ＤＶや
セクシュアル・ハラ
スメントなど、男女
間等における暴力を
なくすため、啓発を
進めますまた、売買
春やストーカーなど
女性の人権を侵害す
る行為について、認
識を高めるための啓
発を進めます

男女共同参画週間
研究講座でDVやセ
クシュアル・ハラ
スメントのテーマ
で啓発を行うとと
もに、女性に対す
る暴力をなくす運
動ポスターを掲示
し啓発を進める

①男女共同参画週間研究講座で「女性への暴力防
止と支援方法/DV、セクハラに関して理解を深め
る」をテーマに市民及び市職員に講演会を実施し
た。また、内閣府発行の「DV相談ナビ」を設置
し、相談窓口の紹介を行った。

②女性問題を幅広く捉え、DV問題などに精通した
講演であり受講者から高評価を得た。

③講演会の開催、印刷物の掲示など継続して取り
組み、広く啓発に努める。

啓発事業等におい
て、売買春やストー
カーなど女性の人権
を侵害する行為につ
いて、認識を高める
ための取組みを進
め、女性に対する暴
力をなくす運動ポス
ターを掲示し啓発に
努める

相談窓口の存在
の浸透に、さら
に努めていただ
きたい。

人権政策課　

17

企業に対す
るセクシュ
アル・ハラ
スメントな
どの啓発の
推進

企業に対し、職場に
おけるセクシュア
ル・ハラスメントに
対する理解と認識を
深めるための啓発を
進めます

市内企業にハラス
メントに関するＤ
ＶＤ研修を実施す
るとともに、大阪
府総合労働事務所
が発行する「職場
のハラスメント防
止・対応ハンド
ブック」を提供し
企業内での啓発活
動に取り組む

①市内企業内において、「職場における。ハラス
メント」をテーマに、DVD研修を実施した。ま
た、大阪府総合労働事務所発行の「職場のハラス
メント防止・対応ハンドブック」を提供し、啓発
に努めた。

②DVD研修は、管理職や従業員に、視聴してもら
うことで直接的な効果があるため高評価を得た。
また、大阪府発行のハンドブックはテキストとし
て保存されている。

③DVD視聴は一時的に効果が発生するが、持続的
でないため、反復学習が必要。

市内企業にハラスメ
ント、メンタル面の
他、産休・育休に関
するＤＶＤ研修を実
施するとともに、大
阪府総合労働事務所
が発行する「職場の
ハラスメント防止・
対応ハンドブック」
を提供し企業内での
啓発活動に取り組む

どれくらいの市
内企業に実施さ
れたのか提示願
いたい。職場の
メンタル面も深
刻な問題となっ
ているようだ。
男女それぞれの
問題を汲み取
り、広く啓発す
ることは必要だ
と思われる。

人権政策課　

18

教職員に対
す る セ ク
シュアル・
ハラスメン
トなどの啓
発の推進

教職員に対し、児
童・生徒に対するセ
クシュアル・ハラス
メントを防止するた
め、児童・生徒のた
めの相談体制の整備
や、管理職をはじめ
とした教職員の研修
の充実を図ります

管理職、男女平等
教育担当教員に対
し、「門真市学校
園におけるセク
シュアル・ハラス
メント防止指針」
を配付、周知を行
うと共に、相談窓
口の設置により、
相談体制の整備を
行う

①「門真市学校園におけるセクシュアル・ハラス
メント防止指針」の配付、相談窓口の男女複数設
置、学校だより等で児童生徒、保護者への周知を
行っている。

②「防止指針」や相談窓口の設置の周知など、各
学校の体制作りができている。

③今後も計画的な研修・継続的な啓発を行い、教
職員の意識向上を図る。

教職員の意識向上の
ため、被害事例の検
証やロールプレイン
グ等を取入れた、よ
り効果的な研修を行
う

教職員であると
はいえ、意識の
変容は難しい。
継続的、効果的
な研修を望む。

学校教育課

19

女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

方針 施策

6



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

デートＤＶ
の啓発の推
進

若い世代などに対
し、デートＤＶにつ
いて、社会的な課題
であることの認識を
深めるため、啓発を
進めます

学校教育課と連携
し、市内にある6つ
の中学校でデート
ＤＶに関する啓発
講演会を開催する

①学校教育課と連携し市内の中学校で「デート
DV」の講演等の実施を予定したが開催できなかっ
た。

②学校教育課と中学校の校長会等で協議する場が
設けられなかった。

③教育委員会等との協議の場を設定し、研修の開
催に取り組む。

学校教育課と連携
し、市内にある6つ
の中学校の中から希
望校を募り、デート
ＤＶに関する啓発講
演会を開催する

どのような経緯
で講演等が実施
できなかったの
か不明だが、
「デート」と言
う文言がネック
であったのな
ら、人権教育の
中で（特に異性
の）相互理解と
いう内容で扱え
ば可能なように
思える。

人権政策課　

20

母子保健事
業などを通
じたDV防止
の啓発や相
談の充実

妊産婦やその配偶者
に対し、母子健康手
帳の交付や乳児家庭
全戸訪問などの機会
に啓発や相談を進め
ます

窓口にパンフレッ
トなどを設置し啓
発に努める

①窓口にDV相談を行っている担当窓口を掲載した
パンフレットを設置していたが、年度途中で切れ
たままになっている。

②窓口でのチラシ等による情報提供はできていな
かった。

③健診や家庭訪問の機会に、相談をキャッチし支
援につなげる（窓口用の啓発チラシなどの配布を
希望）。

DV防止等の啓発に努
めるとともに、健診
や家庭訪問での状況
把握に努める

子どもに神経が
行きがちな時期
であるが、相談
窓口の紹介とと
もに、家庭訪問
での積極的な状
況把握に期待す
る。

健康増進課

21

学校などに
おける人権
教育の推進

児童・生徒に対し、
小・中学校において
暴力を許さない心を
育む人権教育を進め
ます

小・中学校におい
て暴力を許さない
心を育む人権教育
に取り組む

①各学校の取り組を集約し、各校に資料として配
付するとともに、各学校における人権教育の実践
に活用している。

②人権政策課と連携し、男女平等教育推進委員会
において「デートＤＶ」に関する研修会を行っ
た。

③身体的な暴力だけでなく、様々な「暴力」があ
るということを理解するための研修会を行う。

教職員が、様々な
「暴力」があるとい
うことを知り、「暴
力」を許さない心を
育む人権教育に取り
組む

教職員の研修と
ともに、児童・
生徒に対する学
習（研修）の充
実も期待する。

学校教育課

22

医 療 ・ 保
健・福祉関
係者や保健
福祉施設、
地域団体な
どに対する
周知

医師会や保健福祉セ
ンター、民生委員児
童委員、校区福祉委
員会などに対し、Ｄ
Ｖをはじめ児童虐待
や高齢者虐待、障が
い者虐待など、暴力
被害者を見逃さない
ように、通報窓口や
通報方法などの周知
を図ります

関係課・関係団体
と連携し、当課所
管の門真市民生委
員児童委員協議
会、門真市社会福
祉協議会、CSW等
の団体、担い手に
対する関連情報の
提供に努める

①児童虐待等の通報窓口について、毎月の定例会
などで各団体に周知を行った。また、新たな情報
がある度に広報紙等で周知に努めている。

②定例会、広報紙等の周知により各団体に相談の
問い合わせがくるようになった。

③市内で情報が行き届いていないところもあるの
で、今後も引き続き更なる周知を行うよう努める
必要がある。

関係課・関係団体と
連携し、当課所管の
門真市民生委員児童
委員協議会、門真市
社会福祉協議会、
CSW等の団体、担い
手に対する関連情報
の提供に努める

相談の問い合わ
せがくるように
なったとのこ
と、情報提供の
周知が成功しつ
つあることが窺
える。それを受
け、相談の対応
が十分にできる
ように各部署の
連携に努めてい
ただきたい。

福祉政策課

23

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

被害者を発
見しやすい
立場にある
職員に対す
る情報提供

ＤVや虐待に対して
適切な対応ができる
ように、関係課の相
談窓口職員や教職員
などのスキルアップ
を図るため、情報を
収集し、提供します

大阪府等が開催す
るＤＶ等会議に相
談員を参加させ相
談員のスキルアッ
プを図るととも
に、庁内関係課と
の定例会を充実さ
せる

①人権相談員に、大阪府等が開催するDV等研修会
に参加させ相談対応のスキルの向上を図った。ま
た、庁内関係課と2ケ月に一度の定例会において
も情報交換を継続している。

②DV等研修会において事例検討等の学習を重ねる
ことにより、相談員の実践及び活用につながり、
庁内連携や情報提供にも効果があった。

③DV等研修会は開催回数が少ないため、研修参加
だけではなく様々な情報を収集し、情報提供でき
る環境を整える。

大阪府等が開催する
ＤＶ等研修会の庁内
周知を図り、相談員
の参加を促しスキル
アップを図るととも
に、庁内関係課との
情報共有の機会を充
実する

担当者の意識、
スキルの高さ
が、問題の早期
発見に繋がると
思われる。担当
者のスキルアッ
プに期待した
い。

人権政策課　

24

女性に対す
る暴力表現
を含む屋外
広告物のな
いまちづく
りの推進

女性に対する暴力表
現を含む屋外広告物
に対し、門真市美し
いまちづくり推進協
議会や地域団体と連
携し、指導、警告、
撤去活動を進めます

広報紙やホーム
ページ以外でも市
民周知を図り、撤
去活動や美化活動
の推進に努める

①門真市美しいまちづくり推進協議会不法屋外広
告物部会において、毎月１回門真市駅及び古川橋
駅周辺の広告物撤去活動と啓発活動を行った。ま
た、地域住民と連携し自治会での撤去活動も行っ
た。

②以前よりも掲出されている広告物の数が減り、
景観も良くなった。

③６月に門真市駅及び古川橋駅周辺での啓発活動
を行ったが、さらなる市民周知を図るための工夫
が必要である。

広報紙やホームペー
ジへの周知と伴に門
真市美しいまちづく
り推進協議会不法屋
外広告物部会及び門
真市違法屋外広告物
追放推進団体による
撤去活動の推進に努
める

目に見えて景観
が良くなれば、
問題広告物に対
する麻痺状態に
気づき、加速度
的に問題物も
減っていくと思
われる。

環境対策課

25

2 安心して
相談でき
る体制を
充実する

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

定期的に広報紙や
ホームぺージを中
心に、女性のため
の相談、人権相
談、人権擁護委員
による相談等の周
知を図り相談体制
の充実をめざす

①広報紙で定期的に相談等の情報を提供し、12月
の人権週間特集号においても相談等の記事を記載
した。また、市HPやチラシを作成し、周知に努
め、各種関係機関へ引継ぎも対応した。

②定期的に相談窓口の記事を掲載し、市HPでも情
報提供した。チラシ等の印刷物は人権講座など、
イベントで紹介することができた。

③継続して市民に情報の提供、周知活動に取り組
むことが必要。

定期的に広報紙や
ホームぺージを中心
に、女性のための相
談、人権相談、人権
擁護委員による相談
や関係機関での専門
分野も含めた相談の
周知を図り相談体制
の充実をめざす

府、その他の相
談窓口も視野に
入れた周知の仕
方も有効かと思
われる。「常に
問題はある」こ
とを前提に、情
報を必要として
いる人の目にと
まる継続的な周
知は大切と思わ
れる。

人権政策課　

26

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

1歳6ヶ月児健診や
経過観察検診時等
において相談窓口
の周知を図るとと
もに、家庭訪問時
等においても必要
な人へ情報提供に
努める

①母子保健事業などの機会を通じて、DVや虐待等
の相談窓口の周知を図った。

②保健師が担当する訪問ケース、支援中の母子等
にDV・虐待等の相談対応ができた。

③さらに窓口、家庭訪問においてDV等相談窓口の
周知を行い、関係機関との連絡を充実する。

1歳6ヶ月児健診や経
過観察健診時等にお
いて相談窓口の周知
を図るとともに、家
庭訪問時等において
も情報提供に努める

積極的な情報提
供に期待する。

健康増進課

27

施策方針
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

相談機能の
充実と窓口
の連携の強
化

DVなどの被害者が
抱える悩みや暴力に
対して適切に対応
し、被害者の心身の
ケアに努めるととも
に、相談機能の充実
と窓口の連携の強化
を図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員による相
談の相談窓口等の
チラシをイベント
等で配布するとと
もに、引き続き庁
内関係課との連携
の充実を図る

①各相談窓口の相談件数（H26.3.10現在）
人権相談113件
女性のための相談　16件
人権擁護委員の相談　3件

②人権相談は毎年100件以上の相談件数があり、
女性のための相談は24年度から増加しており、市
民への周知効果があった。また、人権擁護委員の
相談は、相談内容が複雑・高度化しているためほ
ぼ横ばいとなっている。

③各種相談窓口等のチラシなどを、イベントや人
権講座等で配布し、さらなる周知に努める。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員による相談の相
談窓口等のチラシを
イベント等で配布す
るとともに、引き続
き庁内関係課との連
携の充実を図る

女性のための相
談件数が増加し
していることよ
り、市民への周
知効果があった
と思われる。一
方で、まだまだ
相談すべき内容
だとの認識がな
い場合もあり得
るのではない
か。チラシの内
容の再点検も必
要かもしれな
い。

人権政策課　

28

警察や医療
機関、大阪
府等関係機
関との連携
の強化

DVなどの課題の解
決に向けた取り組み
を進めるために、警
察や医療機関、大阪
府等関係機関との連
携の強化に努めます

DV被害者とその家
族などの安全を確
保するため、引き
続き関係機関と連
携を図り、相談員
で構成する定例会
で情報共有の充実
を図る

①門真警察署や保健所等の医療機関、大阪府等関
係機関との連携の強化に努めた。

②門真警察署、大阪府女性相談センターや大阪府
子ども家庭センターとの連携を図り被害者のニー
ズに合った支援をすることができた。

③被害者救済のため、庁内の関係各課や関係機関
等と横断的な連携体制の充実を図り、情報共有に
取り組む必要がある。

DV被害者とその家族
などの安全を確保す
るため、引き続き関
係機関と連携を図
り、相談員で構成す
る定例会で情報共有
の充実を図る等体制
強化に努める

さらなる連携の
強化により、ス
ピーディな対応
を期待する。

人権政策課　

29

子どもに関
する相談体
制の充実

子どもに関する相談
を通じ、その家庭が
抱える問題につい
て、適切に対応し、
支援に努めます

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関との連携
強化に努める

①相談者のニーズに応じ適切な助言、指導及び援
助ができるよう、相談体制の充実を図り、関係各
課及び関係機関との連携強化に努めた。

②関係機関等との連携により、相談者に対して適
切なサービスの提供を行った。

③相談先の周知啓発を推進するとともに、相談者
のニーズに対応すべく、関係各課及び関係機関と
円滑な連携を図り、効果的な援助に努める。

相談体制の充実を図
り関係各課及び関係
機関との連携強化に
努める

学校保健室がど
の程度の踏み込
みが可能なのか
分からないが、
早期に問題を察
知する部署かも
しれない。各部
署での積極的な
介入見極めと適
切なサービス提
供を期待する。

子ども課

30

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

庁内関係各課担当
者や大阪府等関係
機関との連携強化
を進め相談対応の
充実を図る

①高齢者や障がい者の相談は健康福祉部と、外国
籍の方は支援者等と相談内容の聴取を進める等、
相談対応の充実に努めた。

②庁内及び大阪府等関係機関との連携により、相
談者の立場・状況に即した対応ができた。また、
少数派ではあるが、外国籍の方との相談にも対応
できた。

③庁内及び関係機関には、中国語と英語の通訳は
配置されているが、今後は言語に応じて大阪府の
トリオフォン等が活用できる旨、庁内周知する必
要がある。

庁内関係各課担当者
や大阪府等関係機関
との連携強化を進め
相談対応の充実を図
る

平成25年に締
結が承認された
「国際的な子の
奪取の民事上の
側面に関する条
約（ハーグ条
約）」の影響も
視野に入れる必
要がある。

人権政策課　

31

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関と連携し
て継続的に障がい
者の方からの相談
に対応し、地域で
安心した生活が送
れるよう支援する

①障がい者等からの相談に対し、関係機関と連携
し問題解決に向け取り組んだ。

②関係機関と会議・連絡等を通じて連携をとるこ
とでスムーズな問題解決につながった。

③今後も関係機関との連携を強化するよう取り組
む。

関係機関と連携して
継続的に障がい者や
外国人の方からの相
談に対応し、地域で
安心した生活が送れ
るよう支援する

ＤＶ被害者に
は、障がい者、
外国人、精神疾
患者等、暴力の
他にも専門的な
支援が必要な方
も多いことに配
慮する。

障がい福祉課　

32

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関と連携
し、相談体制の強
化に努める

①関係機関、地域包括支援センターと連携し、相
談者が適切に相談できるように対応した。

②引き続き、相談体制についての強化に努めると
ともに、高齢者虐待の状況等を広報紙に掲載し、
相談窓口の周知を図った。

③高齢者の権利擁護、女性のＤＶ等の相談につい
ては、今後も関係機関と連携し、さらなる相談窓
口の周知をする必要がある。

関係機関と連携し、
引き続き相談体制の
強化に努める

高齢者世帯の実
態を把握する機
会が多い地域包
括支援センター
との連携は非常
に有効である。

高齢福祉課

33

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人事課と連携し、
ＤＶや虐待問題に
ついての研修に取
り組み参加者の増
加をめざす

①男女共同参画週間に3日間連続研究講座を人事
課と共催で開催し、延べ職員29人・市民の方56
人の参加者があった。

②市職員の素養として、DV問題だけではなく「母
子家庭の現状」「男女共同参画で地域と社会の未
来を拓く」というテーマでも研修を実施した。

③人事課と調整し職員研修の参加者の増加に努め
る必要がある。

人事課と連携し、啓
発事業において様々
なハラスメント等の
問題についての研修
に取り組む

セクハラやパワ
ハラのみではな
く、新たに問題
が顕在化したマ
タニティ・ハラ
スメントやパタ
ニティ・ハラス
メント等につい
ても背景にある
問題理解を深
め、市民の立場
になった政策立
案に繋げる。

人権政策課　

34

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人権意識の向上は
研修の重点項目と
位置付けており、
今後も研修を実施
し、また、派遣研
修の内容は、関係
部署等に積極的に
情報提供していく

①5年に1度は全職員が受講済となるよう人権研修
を実施しているところであり、全職員が受講済に
は至らなかったものの、5年間の最終年度である
25年度は未受講者263名のうち144名の受講を
予定した。（テーマ：子どものいじめ、発達障が
い、ヘイトスピーチ）

②概ね予定職員の受講を達成できたが、本庁以外
の職場で未受講者が多い状況となっている。

③本庁以外の職場で未受講者が多い傾向にあるの
で、研修の日程や時間帯等受講しやすい工夫をす
る。

人権意識の向上は研
修の重点項目と位置
付けており、引き続
き研修を実施し、ま
た、派遣研修の内容
は、関係部署等に積
極的に情報提供して
いく

本庁以外の職員
の研修参加が可
能な開催方法を
工夫していただ
きたい。

人事課

35

3 被害者に
対する支
援体制を
整える

大阪府等関
係機関との
連携による
一時保護の
推進

DV被害者とその家
族などの安全を確保
するため、大阪府等
関係機関と連携し、
適切な一時保護に努
めます

警察署や大阪府等
関係機関との連携
強化を図り被害者
の保護に努める

①25年度において、人権政策課が一時保護所に搬
送した件数は1件であった。前年度から4件減少し
た。

②大阪府等関係機関と調整し、一時保護施設で被
害者の自立に向けた生活支援等の説明ができた。

③一時保護が決定した場合、迅速に対応できるよ
う大阪府等関係機関と一層の連携強化が必要であ
る。

警察署や大阪府等関
係機関との連携強化
を図り被害者の保護
に努める

平成25年のス
トーカー規制法
の改正による影
響も視野に入れ
た支援を進めて
いただきたい。

人権政策課　

36

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

ＤＶ被害者の主体
的な判断による意
思決定に基づき、
庁内関係各課担当
者と連携強化を図
り充実した支援を
行う

①25年度の相談件数のうちDVに関する相談は28
件に対応した（26.2末現在）

②DV被害者の主訴を十分に聞き取り、本人の意思
を把握の上、状況に応じて対応ができている。

③関係機関との連携を強化し、被害者の生活安定
に向けた支援に努める。

ＤＶ被害者の主体的
な判断による意思決
定に基づき、庁内関
係各課担当者と連携
強化を図り充実した
支援を行う

ＤＶ被害者の状況
を的確に見立てる
ことができる相談
体制の充実及び相
談員の資質向上に
努めていただきた
い。また、市区町
村の配偶者暴力相
談支援センターの
設置検討にも取り
組んでいただきた
い。

人権政策課　

37

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

住民基本台帳事務
に基づく支援措置
の実施に際し、関
係部署との連携の
充実を図る

①「住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票
の写し等の交付並びに戸籍の附票の写しの交付に
おけるドメスティック・バイオレンス及びストー
カー行為等の被害者の保護のための門真市措置要
領」に基づき支援措置を実施した。

②関係部署との連携した対応を実施できた。

③今後も被害者の状況に応じ、関係部署との連携
の充実を図る。

住基本台帳事務に基
づく支援措置の実施
に際し、関係部署と
の連携の充実を図る

被害者の安全確
保のため、今後
も引き続き、関
係部署の連携の
充実を図ってい
ただきたい。

市民課

38

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関との連携
強化に努める

①関係各課及び関係機関との連携強化に努め、母
子生活支援施設への入所等、DV被害者と子どもの
安全確保を図った。

②関係各課及び関係機関との連携を図り、被害者
(相談者)に対して適切なサービスの提供に努める
ことができた。

③関係各課及び関係機関との円滑な連携を図り、
効果的な援助に努める。

相談体制の充実を図
り関係各課及び関係
機関との連携強化に
努める

医療機関などと
の連携により、
ＤＶ被害者家庭
の子ども虐待の
早期発見に繋げ
ていただきた
い。

子ども課

39

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

DV被害者の生活に
ついて、庁内各課
及びその他関係機
関（女性相談セン
ター、介護施設等)
との連携を行い、
状況に応じた支援
に努める

①庁内各課及びその他関係機関からの連絡や保護
課相談窓口に直接相談に来所したＤＶ被害者（生
活保護受給者）に対して関係機関との連絡・調整
を速やかに行い、対応した。

②関係機関との連絡・調整を速やかに行うことに
より、ＤＶ被害者（生活保護受給者）への支援の
充実が図れた。

③庁内各課及び関係機関との連携をこれまで以上
に綿密に行う。

DV被害者（生活保護
受給者）の生活につ
いて、庁内各課及び
その他関係機関（女
性相談センター、介
護施設等)との連携を
行い、状況に応じた
支援に努める

関係機関と連携
を強化し、DV
被害者の支援に
努めていただき
たい。

保護課

40

関係機関と
の連携によ
る就労支援
の推進

就労に必要な技能、
資格取得のための職
業訓練機会などの情
報提供を行うととも
に、ハローワークな
ど関係機関との連携
による就労支援を進
めます

職業訓練等の情報
提供とともに、ハ
ローワークとの連
携強化を図り、ひ
とりでも多くの就
職困難者が就労で
きるように努める

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得のため
の職業訓練等のチラシ・パンフを市施設等に設置
し、就労相談・セミナー等の周知に努めた。

②職業訓練、就労相談等、一定の情報提供は行え
たが、ハローワークとの十分な連携ができなかっ
た。

③ハローワークとの連携を強化し、就労相談・就
労支援の充実に努める。

職業訓練等の情報提
供とともに、ハロー
ワークとの連携強化
を図り、ひとりでも
多くの就職困難者が
就労できるように努
める

福祉や生活支援
部署とのさらな
る連携により、
就労を希望する
市民が必要とす
る職業訓練を受
ける機会に繋げ
ていただきた
い。

産業振興課

41

被害者の子
どもの心身
のケア体制
の充実

子どもが安心して生
活ができるように、
大阪府等関係機関と
の連携を図ります

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関との連携
強化に努める

①DV被害者からの複雑化する相談に対して、関係
各課及び関係機関との連携強化に努め、子どもが
安心して生活できるよう幅広い支援の展開を図っ
た。

②関係各課及び関係機関との連携強化に努められ
た。

③関係各課及び関係機関との円滑な連携を図り、
効果的な援助に努める。

相談体制の充実を図
り関係各課及び関係
機関との連携強化に
努める

スクールカウン
セラーやスクー
ルソーシャル
ワーカーとの連
携強化により、
困難状況にある
子どもの援助に
努めていただき
たい。

子ども課

42

施策方針
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 審議会等
委員への
女性の参
画の促進
する

市政に対す
る関心の喚
起

女性の意見を政策に
反映する大切さや、
女性が市政やまちづ
くりに関心を持つよ
う、広報紙などを活
用して啓発を進めま
す。また、審議会等
委員への女性の参画
率などの情報を提供
するなど、市民にわ
かりやすい市政の推
進に努めます

女性の意見を政策
に反映することの
大切さを、広報か
どまやホームペー
ジで啓発するとと
もに、庁内関係課
と連携し積極的に
審議会等委員への
女性の登用を進め
る

①「第2次かどま男女共同参画プラン」を市ホー
ムページに掲載し、市政への女性の参画の重要性
等を情報提供した。

②庁内関係課に対し、例年4月に審議会等委員へ
の女性の登用を促進するよう啓発しており、意識
向上が図れている。

③庁内関係課に対し、審議会等委員の女性登用の
啓発に努めるとともに、市ホームページなどで審
議会等への女性委員の登用率について情報提供の
充実を図る。

女性の意見を政策に
反映することの大切
さを、広報かどまや
ホームページで啓発
するとともに、庁内
関係課と連携し積極
的に審議会等委員へ
の女性の登用を進め
る

市政への関心を
高めるため、広
報、ホームペー
ジなど、市民の
好奇心がわくよ
うな紙面構成に
する工夫が必要
である。

人権政策課

43

審議会等委
員への女性
の参画促進

市の政策・方針決定
や施策立案の場であ
る審議会や委員会へ
の女性委員の参画目
標を設定し、参画を
促進するとともに、
女性委員のいない審
議会などの解消をめ
ざします

審議会等委員の女
性の登用率の情報
提供に努めなが
ら、庁内関係課と
連携し、女性委員
の登用に向けた取
り組みを進める

①庁内における平成24年度女性委員の登用率は
20.8％で平成25年度には21.0％であり、わずか
であるが増加がみられた。

②「第２次男女共同参画プラン」では女性委員の
割合を30％にすることや女性委員のいない審議会
の解消を図ることとなっており、庁内での女性委
員登用の認識度、必要性は向上している。

③平成25年度と同様に、審議会等へ女性委員の登
用を積極的に促進する。

審議会等委員の女性
の登用率の情報提供
に努めながら、庁内
関係課と連携し、女
性委員の登用に向け
た取り組みを進める

25年度の実績
を踏まえ、さら
なる全庁を挙げ
た努力に期待す
る。

人権政策課

44

人材の把握
と活用

審議会等委員の女性
の参画を促進するた
め、各種団体の女性
リーダーなど、人材
の把握と活用を促進
します

各種団体を扱う庁
内関係課と連携
し、女性の参画の
充実を図る取り組
みを進めていく

①審議会等委員への参画状況は効果的に進んでい
るが、女性リーダー等の人材把握に関して庁内関
係各課への働きかけはできなかった。

②庁内関係各課から、女性リーダー等の人材把
握・活用方策に関する情報収集ができていない。

③庁内関係各課が所管する団体等において、審議
会等委員に参画できる女性リーダーの人材把握・
活用方策等の協議を行う必要がある。

各種団体の所管課で
ある庁内関係各課と
連携し、女性の参画
の充実を図る取り組
みを進める

各種女性団体と
常に接触を持つ
とともに、ボラ
ンティア活動と
行政の多方面で
の交流により、
女性の意識も向
上し、女性リー
ダーの発掘につ
ながるので、積
極的な働きかけ
が必要である。

人権政策課

45

民間団体に
おける女性
の参画の拡
大

商工会議所などの団
体における方針決定
過程への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかけて
いく

①門真市企業人権推進連絡会会員に対し「第２次
かどま男女共同参画プラン」の周知活動の一環と
して、女性の参画の拡大を啓発した。

②女性の参画拡大のための啓発活動は進めている
が、民間団体の実情把握について、情報収集でき
ていない。

③門真市企業人権推進連絡会をはじめとして、各
種団体への一層の働きかけに取り組む。

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけていく

各種団体に、女
性の参画の充実
を図られるよ
う、さらなる働
きかけを期待す
る。

人権政策課

46

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

方針

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

地域活動に
おける女性
の参画の拡
大

ＰＴＡや自治会など
の各種団体の代表や
役員への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかける
とともに、関係課
と連携し地域団体
にも啓発を行う

①男女共同参画週間の講座やワーク・ライフ・バ
ランス講座において各種団体に女性の参画の重要
性について啓発した。

②男女共同参画連続講座とワーク・ライフ・バラ
ンスの両講座は定着しており、働きかけやすい機
会となっている。

③市の啓発事業以外の場において、例えば各種団
体等の会議の場などを借りて、働きかけが行える
よう関係づくりを進める。

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけるととも
に、関係課と連携し
地域団体にも啓発を
行う

市内の各種団体
そのものの活動
が低下傾向にあ
り、その中での
女性の参画は、
さらに工夫が必
要である。

人権政策課

47

2 職員研修の
充実と男女
共同参画の
視点に立っ
た職務配置
の推進

市の政策・方針決定
過程への女性の参画
及び女性職員の管理
職への登用を積極的
に進めます女性職員
のモチベーションを
高め、どの職階にお
いても男女の差なく
活躍できるように、
女性職員の職域拡
大、職務経験を通じ
た積極的なキャリア
形成を支援するほ
か、職員研修の充実
を図ります

一般行政職におけ
る女性管理職（課
長補佐級以上）の
割合が増加するよ
うに、今後も女性
の管理職への積極
的な登用を継続す
る

①平成２5年４月１日現在の女性管理職（課長補
佐級以上）は５2人であり、管理職全体の２5％で
あった。平成２4年４月１日現在と比べ、2人
（1％）増加となった。

②女性管理職の割合は、前年度より増加すること
ができた。

③今後も、積極的な女性職員の登用を実施してい
く。

一般行政職における
女性管理職（課長補
佐級以上）の割合が
増加するように、今
後も女性の管理職へ
の積極的な登用を継
続する

25年度の実績
を踏まえ、さら
なる全庁を挙げ
た努力に期待す
る。

人事課

48

小・中学校
における女
性管理職の
任用

女性教職員の管理職
任用を働きかけ、学
校運営への男女共同
参画を図ります

女性教員の管理職
任用をさらに積極
的に推進していく

①市内小・中学校20校40名の管理職のうち、11
名の女性教職員を管理職として任用した。（前年
度は１０名であった。）

②学校における女性教職員の管理職登用率は
27.5％である。

③女性教職員の管理職登用を今後も積極的に進め
ていく。

女性教員の管理職任
用をさらに積極的に
推進する

25年度の実績
を踏まえ、さら
なる全庁を挙げ
た努力に期待す
る。

学校教育課

49

女性職
員・女性
教職員の
登用を促
進する

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

地域のさ
まざまな
活動に対
する男女
共同参画
を促進す
る

高齢者の地
域における
活動の促進

退職後の男性などの
高齢者がボランティ
アなどに参加しやす
いように、門真市シ
ルバー人材センター
や老人クラブ連合会
などを通じて、身近
な地域でのボラン
ティア体験や活動な
どができる体制づく
りに努めます

関係機関との連携
を図り、さらなる
地域活動の活性化
をめざす

①老人クラブ連合会、門真市シルバー人材セン
ターが実施する地域活動について支援を行った。

②老人クラブ連合会、門真市シルバー人材セン
ターなどを通して、地域でのボランティア活動に
ついての情報提供や、活動の契機となるよう貢献
した。

③今後も関係機関との連携を図り、周知を図ると
ともに地域活動の活性化をめざす。

ボランティア活動な
どの情報提供につい
て、関係機関と連携
し、一層の周知を図
り、地域活動の活性
化をめざす

各地区において
老人会などの活
動が活発に行わ
れ、さらなる活
性化が必要であ
る。

高齢福祉課

50

ボランティ
ア活動の促
進

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

ボランティア活動
を推進している門
真市社会福祉協議
会に対する支援を
引き続き実施して
いくとともに社協
と連携しボラン
ティア機能の強化
を図っていく

①例年同様、社会福祉協議会に対して支援を実施
した。

②社会福祉協議会との連携を行い、ボランティア
機能の強化に努めた。

③今後も引き続き支援を実施し、連携の強化を図
りボランティア機能を充実していくよう努める。

ボランティア活動を
推進している門真市
社会福祉協議会に対
する支援を引き続き
実施していくととも
に社協と連携しボラ
ンティア機能の強化
を図る

地域において社
会福祉協議会が
きめ細かく活動
されている。今
後も機能強化が
必要である。

福祉政策課

51

防犯・防災
活動に対す
る男女共同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

男女平等の意見や
視点が反映された
まちづくりの推進
のため、男女が防
犯・防災活動に参
加できるよう努め
る

①防犯キャンペーンや防災訓練に男女ともが参加
できるよう努めた。

②まだまだ少数ではあるが、女性の参加者が増加
傾向にある。

③引き続き、男女ともが参加できるよう呼びかけ
る。

男女平等の意見や視
点が反映されたまち
づくりの推進のた
め、男女が防犯・防
災活動に参加できる
よう努める

防災活動におい
て、女性の参加
を増加させてい
くよう努力され
ており、継続し
た取組が必要で
ある。

地域活動課　

52

防犯・防災
活動に対す
る男女共同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

前年度より引き続
き、自主防災組織
等に対し、防災講
話や防災訓練など
を通じて災害時な
どにおける男女共
同参画のさらなる
促進を図る

①災害時における避難所運営などの主体に女性の
参画を図れるよう、防災講話や防災訓練を通じて
市民への啓発を実施した。特に25年度は、自治会
の女性部会で、女性の目線から必要な防災対策や
女性防災リーダーの育成、避難所運営、女性用防
災キットの必要性などについて講話するなど、初
めての試みを行った。また、大学での防災講話や
女子大学での防災に関するアンケートの実施、高
齢者施設での防災講話及び高齢者に配慮した備蓄
食糧の試食会などを行った。

②啓発活動により、男女共同参画に対する意識の
向上につながった。

③日ごろ、地域との関わりが希薄な市民に対し、
防災講話や防災訓練への参加を促すことが必要で
ある。

引き続き、自主防災
組織等に対し、防災
講話や防災訓練など
を通じて災害時など
における男女共同参
画のさらなる促進を
図る

危機管理課主導
で地域の防災に
ついて講習など
が実施されてい
るが、さらに地
域との関わりが
重要である。

危機管理課

53

2 地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

1

施策方針

15



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

地域におけ
る子育て支
援活動など
に対する男
女共同参画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

地域子育て支援事
業において父親の
育児参加等の啓発
活動を継続すると
ともに、すくすく
かどまっ子ナビ等
を通じて、積極的
に啓発活動の情報
を発信する

①あおぞら保育等で父親の育児参加について啓発
した。また、あおぞら保育及びあそびにおいでの
事業風景を毎月、子育てに関するアドバイスを年
４回、それぞれ「すくすくかどまっ子ナビ」に掲
載し、子育て支援について啓発した。

②地域子育て支援事業の中で、父親が参加しやす
いよう、休日開催の子育て支援啓発イベントの周
知等、子育てにおける男女共同参画について啓発
することができた。

③「すくすくかどまっ子ナビ」に掲載している子
育てに関するアドバイスについて、父親向けの掲
載内容を充実し、さらなる子育てにおける男女共
同参画の促進に努める。

地域子育て支援事業
において父親の育児
参加等の啓発活動を
継続するとともに、
地域子育て支援セン
ターやキッズカーニ
バルにおいても、父
親の育児参加等を周
知し、子育てにおけ
る男女共同参画の促
進に努める

父親が参加でき
るよう事業等に
おいて工夫され
ており、引き続
き、男性の視点
から参加できる
雰囲気づくりが
必要である。

子ども課　

54

地域におけ
る子育て支
援活動など
に対する男
女共同参画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

　わんぱくランド
や親子料理教室等
で親子のふれあい
の事業を充実させ
るとともに、父親
の参加の増加をめ
ざす

①幼児向けの親子行事として、わんぱくランドと
親子たいそう教室を開催した。

②わんぱくランドは幼児と母親の参加が多く、父
親の参加はまだまだ少ない状況である。今年度は
初めて親子たいそう教室を開催したが夫婦そろっ
ての参加があり、親子ふれあいのよい機会となっ
た。

③幼児向けの行事にはなかなか父親は参加しにく
いようである。父親の参加を意識したプログラム
を組み込むことが必要。

わんぱくランド、な
かよし料理教室、親
子たいそう教室など
の親子ふれあい事業
を通して、男性の子
育てへの参加支援を
めざす

わんぱくランド
など、昼間に父
親が参加する事
は容易でなく、
祖父母参加型事
業など検討され
てはいかがか。

地域教育文化課

55

2 市民、団
体などの
地域活動
に対する
支援を行
う

女性団体に
対する支援

地域活動の中で女性
の意思決定の場への
参画を促進するた
め、女性リーダーの
養成と女性団体に対
する支援を行いま
す。また、関連団体
同士のネットワーク
化を促進します

地域団体を扱う庁
内関係課と連携
し、女性リーダー
の養成や女性団体
への支援等の体制
づくりを進める

①女性リーダーの養成と女性団体に対する支援は
実行できなかった。

②庁内関係各課に対して、連携体制を構築するた
めの働きかけができていない。

③啓発事業や出前講座などにより、女性リーダー
を養成する機会をつくるとともに、地域団体を所
管する庁内関係各課との連携を図り、支援策につ
いて検討する必要がある。

地域団体を所管する
庁内関係各課と連携
し、女性リーダーの
養成や女性団体への
支援等の体制づくり
を進める

地域活動で女性
リーダー育成な
どの体制づくり
を少しづつ進め
ていく必要があ
る。

人権政策課

56

ボランティ
ア活動・Ｎ
ＰO活動の促
進

ボランティア活動や
まちづくり活動を行
う団体への男女共同
参画を促進するとと
もに、情報や活動の
場の提供、ネット
ワークづくりなどの
支援を行います

市民公益活動支援
センターや窓口に
おいて、男女共同
参画に関する情報
や活動の周知を行
う

①市民公益活動支援センターや窓口において、男
女共同参画に関する情報提供を行った。

②男女共同参画に関する情報提供を行えた。

③引き続き、啓発を行う必要がある。

市民公益活動支援セ
ンターや窓口におい
て男女共同参画に関
する情報や活動の周
知を行う

男女共同参画の
講習会が実施さ
れているが、男
女に関する活動
の情報提供拡大
が必要である。

地域活動課　

57

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

地 域 コ ー
デ ィ ネ ー
ターの人材
発掘・育成

地域活動の活性化を
図るため、地域団体
や企業などとの連携
をより一層深め、地
域の実情に応じた活
動を地域ぐるみで展
開できるよう、それ
ぞれの地域でコー
ディネーターを発掘
し、育成することで
地域力の強化を図り
ます

地域活性化まちづ
くり推進事業や校
区門真まつり事業
の中で、地域の自
主的自発的な事業
を実施することを
通して、地域力の
強化を図る

①地域活性化まちづくり推進事業や校区門真まつ
り事業を実施し、地域力を高めることができた。

②地域で自主的自発的な活動が行われた。

③地域の活動を継続していくために、新たな人材
の発掘を行い育成する必要がある。

地域活性化まちづく
り推進事業や校区門
真まつり事業の中
で、地域で自主的自
発的な事業を実施す
ることを通して、地
域力の向上をめざす

地域により校区
門真まつりの実
施が、容易な地
域とそうでない
地域があるの
で、各自治会の
交流を深める啓
発が必要であ
る。

地域活動課　

58

3 1 生活情報や
行政サービ
ス情報など
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

在住外国人が一人
でも多く安心して
日常生活を送るこ
とができるよう、
多言語による行政
情報を提供する

①各課からの依頼に基づき、言語サポート登録者
に翻訳業務を依頼し、中国語による行政情報を提
供した。

②各課からの依頼に基づき、適切な翻訳の対応を
行い、在住外国人にサービスの提供ができた。

③在住外国人が安心して生活を送れるよう、今後
も継続して情報提供を進める。

各課が必要に応じて
翻訳を実施し、在住
外国人のコミュニ
ケーションの充実を
図る

在住外国人が一
人でも多く安心
して日常生活を
送ることができ
るよう、多言語
による行政情報
を提供する。

地域活動課　

59

窓口におけ
るコミュニ
ケーション
支援の充実

在住外国人のさまざ
まな相談に適切に対
応できるように、外
国語ボランティアと
の連携を強化し、職
員の相談対応力の向
上に努めます

事前に受けた対応
部署からのボラン
ティア通訳者等へ
の依頼に対し、調
整し派遣する

①各課からの実施依頼に基づき、言語サポート登
録者に通訳派遣業務を依頼し、多言語により在住
外国人にサービスの提供ができた。

②通訳派遣業務により、在住外国人がよりコミュ
ニケーションを円滑にできるようになった。

③安心して生活を送れるよう、今後も担当課で継
続して情報提供を進める。

各課が必要に応じて
通訳者を派遣し、在
住外国人のコミュニ
ケーションの充実を
図る

今後も、在住外
国人が安心して
生活を送れるよ
う、ボランティ
ア通訳者の派遣
などに取り組む
必要がある。

地域活動課　

60

在住外国人
の地域活動
への参加促
進

在住外国人が地域の
一員として、防犯・
防災や福祉活動、ま
ちづくりなどの活動
に積極的に参加でき
るように、環境整備
に努めます

窓口における在住
外国人の相談に際
し、他課の所管す
る外国語ボラン
ティア団体とも連
携し問題解決に努
める

①各課に来られた在住外国人の相談に対し、関係
機関と連携できるようパンフレットを設置した。

②実際に窓口に来られた在住外国人はおられな
かったが、問題解決に寄与するため、パンフレッ
トの設置に努めた。

③今後も継続して庁内各課や外国語ボランティア
団体との連携を保つ必要がある。

窓口における在住外
国人の相談に際し、
他課が所管する外国
語ボランティア団体
とも連携し、問題解
決に努める

ボランティア団
体を常時配置す
る等検討しては
どうか。

地域活動課　

61

在住外国
人が暮ら
しやすい
環境づく
りを進め
る

方針

国
際
社
会
へ
の
理
解

施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

国際理解教
育の推進

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

門真市在日外国人
教育推進委員会と
連携し、各学校、
幼稚園での在日外
国人教育について
の取組の実践交流
を行なう

①門真市在日外国人教育推進委員会と連携し、各
学校園での在日外国人教育、国際理解教育につい
ての取組の実践交流を行った。

②各学校園での取組を発表し、交流することによ
り、様々な国の文化について理解が深まった。

③各学校園での取組を継続的に行い、実践を深
め、教職員だけでなく、児童生徒・保護者の交流
の場を広げる必要がある。

門真市在日外国人教
育推進委員会と連携
し、各学校園におけ
る取組の実践交流を
行なう場を広げるこ
とで、多文化共生教
育の取組を充実させ
ていく

各学校園での在
日外国人教育、
国際理解教育を
継続し、保護者
等も交流できる
ようになれば良
いと考える。

学校教育課

62

異文化に対
する理解を
促進する教
育の充実

自国の文化や異文化
に対する理解を深め
るため、市内在住の
中学生に対し、国際
交流などの機会を提
供します

門真市と世界を舞
台に活躍するグ
ローバルな人材を
育成するため、英
語プレゼンテー
ションコンテスト
を開催するととも
に、中学生海外派
遣研修を実施する

①プレゼンテーションコンテストについては、一
次審査、二次審査を通過した17名の中学１・２年
生によるプレゼンテーションの結果、最優秀賞、
優秀賞９名及び奨励賞８名を選出した。そのう
ち、最優秀賞、優秀賞の受賞者９名を翌年度海外
研修へ派遣する予定である。

②25年度は、386名の応募があり、参加者は着
実に増えている。

③引き続き、門真市と世界を舞台に活躍する人材
を育成するため、英語プレゼンテーションコンテ
ストを開催するとともに、中学生海外派遣研修を
実施する。

門真市と世界を舞台
に活躍する人材を育
成するため、英語プ
レゼンテーションコ
ンテストを開催する
とともに、中学生海
外派遣研修を実施す
る

海外派遣研修を
実りのあるもの
になるよう、継
続した取組を期
待する。

地域教育文化課

63

国際交流活
動の促進

多様な文化を持つ市
民が参画できる、国
際交流活動のための
取り組みを促進しま
す

国際交流協会と連
携し、事業を実施
する
また、中学生の海
外研修への派遣を
通じて、国際交流
活動に取り組む

①姉妹都市提携を結んでいるサン･ジョゼ･ドス･カ
ンポス市の子どもたちと門真市の小学生の絵画を
交換し、12月に開催した民族フェスティバルで展
示を行った。

②国際交流協会との連携・協力を図っているが、
協会の活動が縮小している。

③事業の遂行にあたり、協会の抱える課題を共有
しつつ、市との意思疎通を図って進める。

国際交流協会と連携
し、事業の実施に取
り組む

子ども達に、他
の国の映像が見
れる機会を、学
校等公共の施設
で実施できるよ
う取り組んでほ
しい。

地域教育文化課

64

多様な文
化への理
解と交流
を進める

2

施策方針
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 就労の場
での男女
の理解と
認識を深
める

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

大阪府等関係機関
と連携し男女雇用
機会均等法等の周
知啓発を進める

①労働局が発行する「男女雇用機会均等法」の
リーフレットを人権政策課で設置し、情報提供を
行った。

②「男女雇用機会均等法」の啓発に加え、「育
児・介護休業法」の労働関係法令等の啓発を行う
ことができた。

③市内公共施設にリーフレット等、労働関係法制
度についての情報提供・啓発を進める。

大阪府等関係機関と
連携し、「男女雇用
機会均等法」や「職
場のハラスメント防
止等」の周知啓発を
進める

今後も継続した
取組を期待す
る。

人権政策課

65

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

関係法令の趣旨・
内容が記載された
チラシ・パンフを
市内公共施設等に
配置し、関係機関
が実施する各講
演・セミナーを紹
介し、周知等を図
る

①関係機関からの法令関係チラシ・パンフレット
を配置し周知に努めた。

②チラシ・パンフレットを設置により、労働関係
法令や制度の周知ができた。

③関係機関と連携を強化し、労働関係法令等の啓
発に努める。

関係法令の趣旨・内
容が記載されたチラ
シ・パンフを市施設
等に配置し、関係機
関が実施する各講
演・セミナーを紹介
し、周知等を図る

今後も継続した
取組を期待す
る。

産業振興課

66

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

ハローワークと連
携し、継続して研
修を行い、実効性
あるものにしてい
く

①ハローワークと連携し、6月に新規学卒者説明
会での研修、2月には門真市・守口市の企業の
トップを対象にした研修会を開催した。

②公正採用を中心とした内容や企業の社会的責任
（CSR)等の研修を実施し、法制度の認知度は向上
している。

③研修参加企業の参加率向上のため、さらにPR活
動に努める。

ハローワークと連携
し、継続して研修を
行い、実効性あるも
のにしていく

今後もニーズに
あった研修の提
供を期待する。

人権政策課

67

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に雇
用管理上の義務や
職場慣行の見直し
などについて、啓
発に努める

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置し、事
業所等への周知・啓発に努めた。

②商工会議所などと連携した事業者への啓発を、
十分にできなかった。

③商工会議所等と連携し、事業者に対し法令・制
度の啓発、ＰＲに努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に雇用管
理上の義務や職場慣
行の見直しなどにつ
いて、啓発に努める

事業者への啓発
については、Ｄ
Ｍなどの工夫を
されてもいいの
ではないでしょ
うか？費用がか
かることなの
で、何か他の発
送物に同梱など
要検討。

産業振興課

68

雇
用
な
ど
の
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策方針
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

男女共同参
画を実践す
る企業の実
践例などの
情報の提供

男女共同参画を進め
る大阪府内や市内の
企業の実践例などに
ついて、大阪府等関
係機関との連携によ
り情報提供を進めま
す

大阪府、財団法人
の作成する啓発パ
ンフレットを利用
し、企業内の実例
を情報提供してい
く

①「第２次かどま男女共同参画プラン」のPRや公
益財団法人人権教育啓発推進センターが発行する
啓発冊子「企業の社会的責任」等を利用し情報提
供を行った。

②啓発冊子には企業における取り組み事例等が紹
介され、人権への取り組みのヒント等の紹介が高
評を得ている。

③人権教育啓発推進センターのパンフレット以外
に、大阪府発行資料等広く情報提供を進める。

大阪府、財団法人の
作成する啓発パンフ
レットを利用し、企
業内の実例を情報提
供していく

今後も継続した
取組を期待す
る。

人権政策課

69

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

男女間の格差の解
消を進めるため、
ポジティブ・アク
ションの実施につ
いて啓発資料等の
情報提供を進める

①「第２次男女共同参画プラン」のPRや公益財団
法人人権教育啓発推進センターが発行する啓発冊
子「企業の社会的責任」等を利用し、情報提供を
行った。

②啓発冊子には企業における取り組み事例等が紹
介され、各種実践内容等好評を得ている。

③人権教育啓発推進センターのパンフレットの
他、大阪府発行資料等を活用し、広く情報提供を
進める。

男女間の格差の解消
を進めるため、ポジ
ティブ・アクション
の実施について啓発
資料等の情報提供を
進める

今後も継続した
取組を期待す
る。

人権政策課

70

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に男
女間の格差を解消
するため、ポジ
ティブ・アクショ
ンを促すための啓
発に努める

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置し、事
業所等への周知・啓発に努めた。

②商工会議所などと連携した事業者への啓発を十
分にできなかった。

③商工会議所等と連携し、企業への啓発・ＰＲに
努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に男女間
の格差を解消するた
め、ポジティブ・ア
クションを促すため
の啓発に努める

事業者への啓発
について、上記
68と同様に工
夫される事を期
待する。

産業振興課

71

女性の商工
業や農業な
どにおける
技術・経営
管理能力の
向上

商工業や農業などに
従事する女性の技術
や経営能力向上のた
め、大阪府等関係機
関との連携により情
報提供を進めます

各分野の女性従事
者のスキルアップ
を図るための講座
開催に努めるとと
もに、関係機関が
実施する講座等の
周知に努める

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得のため
のチラシ・パンフレットの設置により周知に努め
た。

②女性従業者へのスキルアップのための講座開催
はできなかった。

③大阪府等の関係機関が実施する講座などの情報
提供に努める。

各分野の女性従事者
のスキルアップを図
るための講座開催に
努めるとともに、関
係機関が実施する講
座等の周知に努める

対象となる女性
従事者のニーズ
を把握したうえ
で、効果的でか
つ実現可能な講
座内容と開催方
法を検討する必
要がある。

産業振興課

72

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

関係機関と連携し
相談体制の充実を
図るとともに、就
労につながる再就
職セミナーやパン
フレット等の情報
提供を進め就労支
援に努める

①就職セミナーの情報提供や地域社会への参画を
支援するための就労相談を実施した。

②相談対応は関係機関等を紹介する等、相談者自
身の意思に沿った対応ができている。

③就労相談は広報誌や暮らしの便利帳等で公表し
ているが、就職セミナーの啓発手法を充実する必
要がある。

関係機関と連携し相
談体制の充実を図る
とともに、就労につ
ながる再就職セミ
ナーやパンフレット
等の情報提供を進め
就労支援に努める

情報提供や相談
対応の対象者や
頻度、取り組み
に関する評価の
指標などを明確
にすることで、
年次評価が容易
になり、事業の
進展が可視化さ
れやすくなるの
ではないか。

人権政策課

73

女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

就労相談や女性の
雇用を対象とした
チラシ・パンフを
市内公共施設等に
配置し、就労相
談・セミナー等の
周知に努める

①就職セミナー等のチラシ・パンフレットを設置
し、周知に努めた。

②大阪府・ハローワークとの連携が不十分だっ
た。

③大阪府やハロワークとの連携を図り、再雇用の
支援に努める。

就労相談や女性の雇
用を対象としたチラ
シ・パンフを市内公
共施設等に配置し、
就労相談・セミナー
等の周知に努める

チラシ、パンフ
を何枚何か所に
設置し、1年後
何枚活用された
か把握すること
で、より有効な
PR方法を探るた
めの参考にして
はどうか。

産業振興課

74

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

育児休業制度の概
要を啓発し、制度
を利用するための
職場環境づくり推
進に関するリーフ
レットなどを活用
し事業者に働きか
け労働者の就労支
援に努める

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バラン
ス」に合わせ、労働局が発行する育児休業制度等
のリーフレットで育児・介護の両立支援制度や労
働条件等の情報提供を実施した。

②労働者のための指針や制度について解説されて
おり、利用しやすいと評価を得ている。

③大阪府や労働局が発行する資料を活用し、引き
続き啓発を進めるとともに、今後は企業の取り組
み状況等も含め、情報提供に努める。

育児休業制度の概要
を啓発し、制度を利
用するための職場環
境づくり推進に関す
るリーフレットなど
を活用し事業者に働
きかけ労働者の就労
支援に努める

リーフレット等
による一般的な
広報の次段階と
して、実践事例
の報告会などよ
る具体的な情報
提供の試みは、
リーフレット等
で関心を喚起さ
れた事業者に対
して実施を促す
ために、極めて
有効な方法では
ないかと期待す
る。

人権政策課

75

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に育
児休業制度や関係
法令について、周
知及び啓発を図る

①関係機関からのチラシ・パンフレットを配置
し、周知に努めた。

②商工会議所などと連携した事業者への周知及び
啓発を十分にできなかった。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつつ、各種
制度の周知・啓発に努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に育児休
業制度や関係法令に
ついて、周知及び啓
発を図る

商工会議所等との
連携を一層深め、
商工会議所等と連
携している事業者
に対して、
育児休業制度や関
連法令を周知及び
啓発するよう努め
ていただきたい。

産業振興課

76

2

方針 施策

多様な働
き方への
支援を進
める
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

仕
事
と
家
庭
生
活
、

地
域
活
動
の
両
立
支
援

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの啓発

仕事と生活の調和の
実現は、一人ひとり
が望む生き方ができ
る社会の実現にとっ
て必要不可欠なた
め、市民が理解を深
められるように、啓
発を進めます

ワーク・ライフ・
バランス啓発講座
の開催や啓発リー
フレットなどの情
報提供を行うこと
により啓発を進め
る

①11月に「ワーク・ライフ・バランス」をテーマ
に大学准教授による啓発講座を開催した。

②市職員と市民を対象にした講座として、改めて
「ワーク・ライフ・バランス」の基礎等を学ぶ機
会となり、一層の意識の浸透が図れた。

③「ワーク・ライフ・バランス」の理解を深めら
れるよう、啓発講座だけでなく、さまざまな世代
に考え方を普及させるための取り組みを進める。

ワーク・ライフ・バ
ランス啓発講座の開
催や啓発リーフレッ
トなどの情報提供を
行うことにより啓発
を進める

長時間労働や非正
規雇用があたりま
えになりつつある
現在、仕事と生活
を調和させること
は国民全体の重要
課題の一つであ
る。職場や家庭で
共通の話題にでき
るよう、より広い
世代に広めていく
必要があり、例え
ば職域だけでなく
学校やPTAに働
きかけてはどうで
しょうか。また、
講座の形態も講義
形式ではなく、参
加型のワーク
ショップ形式が効
果的かと思われ
る。

人権政策課

77

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

長時間労働などの
職場環境の見直し
など労働時間に関
する基本的な考え
方のリーフレット
等を活用し事業者
に啓発を働きかけ
る

①大阪府が発行するリーフレット「ワーク・ライ
フ・バランス」や労働局の「労働時間等見直しガ
イドライン」を利用し、労働時間等の基本的な考
え方の情報提供を行った。

②労働者に対する配慮等、事業主に求められる取
り組みが掲載されており、今後も資料活用が期待
できる。

③労働者への配慮等、事業主の取り組みが進むよ
う、今後も啓発に取り組む必要がある。

長時間労働などの職
場環境の見直しなど
労働時間に関する基
本的な考え方のリー
フレット等を活用し
事業者に啓発を働き
かける

事業者への啓発
は市役所内の関
係課や関係機関
との連携が前提
になるため、啓
発のための環境
づくりも事業目
標に盛り込んで
もよいのではな
いか。

人権政策課

78

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に
ワーク・ライフ・
バランス等につい
て啓発を図る

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置し、周
知に努めた。

②チラシ・パンフレットを配置した事により、事
業者への周知ができた。

③商工会議所（経営者団体）と連携し、啓発に努
める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者にワー
ク・ライフ・バラン
ス等について啓発を
図る

商工会議所や各
企業に対する働
きかけを推進す
ることが必要で
ある。

産業振興課

79

2 1

方針 施策

仕事と生
活の調和
（ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンス）に
ついての
考え方を
広く普及
する
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

2 仕事と子
育て・介
護との両
立ができ
るよう、
環境整備
を進める

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

大阪府、財団法人
の作成する啓発パ
ンフレットを利用
し、企業内の取り
組み実例を積極的
に情報提供してい
く

①労働局のリーフレット「男女雇用機会均等法、
育児・介護休業法のあらまし」や「パパの育児休
業を応援します」等により、それぞれの法律の概
要についての啓発に取り組んだ。

②育児・介護制度の内容がわかりやすく紹介され
ており、好評を得ている。

③今後も、労働局の資料に加えて大阪府等、幅広
い情報提供に努める。

大阪府、労働局、財
団法人の作成する啓
発パンフレットを利
用し、企業内に対し
て、最新情報を積極
的に提供していく

育児介護休業取
得制度等がより
容易に利用でき
るよう、パンフ
レットの配布以
外の活動も期待
する。

人権政策課

80

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

育児・介護に関す
る両立支援制度に
ついて市民・庁内
関係課へチラシ等
を配布し情報提供
に努める

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置し、周
知に努めた。

②チラシ・パンフレットを配置したことにより、
来庁者等への周知及び啓発ができた。

③関係機関と連携し、制度の普及啓発に努める。

育児・介護に関する
両立支援制度につい
て市民・庁内関係課
へチラシ等を配布し
情報提供に努める

育児介護休業取
得制度等がより
容易に利用でき
るよう、パンフ
レットの配布以
外の活動も期待
する。

産業振興課

81

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

育児や介護のため
の両立支援制度概
要等の推進に関す
る、リーフレット
などを活用し事業
者に情報提供を進
める

①労働局のリーフレット「男女雇用機会均等法、
育児・介護休業法のあらまし」や大阪府の「ワー
ク・ライフ・バランス」を利用し、育児・介護の
両立支援制度等の情報提供を行った。

②労働者のための育児・介護制度の内容がわかり
やすく紹介されており、好評を得ている。

③今後も、労働局の資料に加えて大阪府等が発行
するリーフレットなどにより、男女がともに育児
や介護に取り組めるよう両立支援制度等に関する
情報提供を進める。

育児や介護のための
両立支援制度概要等
の推進に関する、
リーフレットなどを
活用し事業者に情報
提供を進める

制度等の情報提
供について、誰
にどのような評
価を得たのかが
見えにくいの
で、活動内容を
再考する必要性
はないか。

人権政策課

82

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

保育サービ
スなどの充
実

共働き世帯などの働
く親の仕事と子育て
との両立を支援し、
子どもの健やかな成
長を支援するため、
保育所における延長
保育や一時預かりな
どのサービス、病児
保育、放課後児童ク
ラブの充実に努めま
す

延長保育16か所、
一時預かり８か
所、休日保育２か
所、産休明け保育
７か所、病児保育1
か所、放課後児童
クラブ14か所にお
いて事業を実施す
る

①各施設において目標事業量を達成している。

②実施個所数については目標を達成しているが、
利用率については増加傾向にあるものの、施設・
保育サービスごとに差がみられる状況にある。

③さらなる利用率向上に向けて市民周知を進める
とともに、子ども・子育て支援新制度の施行に向
け、市民ニーズを踏まえた各種保育サービスのあ
り方について検討を進める必要がある。

子ども・子育て支援
事業計画における目
標設定など、新制度
における各種保育
サービス等のあり方
について、市民ニー
ズの状況を十分に把
握し、需要と供給の
バランスが合致した
サービス提供体制の
構築に向けた検討を
進める

待機児童問題
や、入所させた
いが利用するこ
とができない状
況にある家庭等
へのきめ細やか
な支援、サービ
スに取り組む必
要がある。

子ども課

84

介護サービ
スなどの充
実

介護を必要とする高
齢者を抱え、仕事と
の両立を図ろうとす
る家庭に対し、介護
保険制度に関する情
報提供の充実を図
り、介護サービスの
効果的な提供支援を
通じて、介護が個
人・家族の責任から
社会の責任として定
着するように努めま
す

今後も高齢者数及
び高齢化率の上昇
が見込まれるた
め、適切な要介護
認定及び保険給付
のみならず、家族
介護者の支援や介
護の予防について
も重点的に進めて
いく

①地域包括支援センター等と連携し、介護保険制
度の周知や家族介護者の相談に取り組んだ。

②相談機関の周知とともに、地域包括支援セン
ター等と連携し、個別のニーズに応じた相談体制
の充実に努めた。

③地域包括支援センター・ケアマネジャー・介護
者家族の会等に協力を依頼し、より一層の周知が
必要である。

今後も高齢者数及び
高齢化率の上昇が見
込まれるため、適切
な要介護認定及び保
険給付のみならず、
家族介護者の支援や
介護の予防について
も重点的に進める

今後も、介護保
険制度の周知に
努め、安心して
介護サービスが
受けられるよ
う、制度周知に
取り組む必要が
ある。

高齢福祉課

85

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 生涯を通
じ男女が
健康を保
持・増進
できるよ
う、心身
の健康に
関する啓
発・教育
を進める

性と生殖に
関する健康
と権利（リ
プロダク
ティヴ・ヘ
ルス／ライ
ツ）に関す
る啓発

女性の人権として、
性と生殖に関する健
康と権利（リプロダ
クティヴ・ヘルス／
ライツ）の正しい概
念を周知します

広報紙やホーム
ページなどを利用
した周知・啓発に
あわせ講演会等で
の啓発に努める

①リプロダクティヴ・ヘルス／ライツの内容を
ホームページで継続して掲載し啓発を行ったが、
講演会等の開催ができなかった。

②前年度は講演会の開催を行ったが、テーマが非
常に専門的かつ高度な内容であったため、継続し
て講演会を開催できなかった。

③リプロダクティヴ・ヘルス／ライツの言葉等の
認知度が低いため、さらなる啓発が必要である。

広報・ホームページ
等を利用した周知・
啓発に努めるととも
に、その他の手法に
よる啓発活動につい
ても検討する。

「リプロダク
ティヴ・ヘルス
/ライツ」とい
う言葉の認知度
が低いため、さ
らなる学習・啓
発が必要であ
る。

人権政策課

86

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

保健福祉センター
館内の窓口にポス
ター掲示やパンフ
レット等設置し啓
発するとともに、
関係機関と協力し
薬物乱用等は心身
に重大な影響があ
ることの情報提供
に努める

①保健福祉センター館内の健診フロアに、薬物乱
用や性感染症等に関するポスター等を掲示し、啓
発を行った。

②健康に重大な影響を及ぼすことや、感染を拡大
しないよう正しい知識の普及を進めることができ
た。

③保健所、庁内関係各課と連携し、薬物等、健康
に重大な影響があることの知識の普及に努める。

保健福祉センター館
内の窓口にポスター
掲示やパンフレット
等設置し啓発すると
ともに、関係機関と
協力し薬物乱用等は
心身に重大な影響あ
ることの情報提供に
努める

薬物乱用の怖さ
や性感染の実態
の紹介などの情
報提供に努め、
講座等を開催し
正しい知識の普
及・啓発に努め
られたい。

健康増進課

87

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

発達段階に応じた
性教育に取り組
み、正しい知識の
普及啓発が進むよ
う、男女平等教育
推進委員会等で、
情報共有や意見交
流を行う

①性感染症やＨＩＶ/エイズについてのポスターや
パンフレットを各校に配付し、啓発を行った。

②様々な視点から性教育の授業が各校において進
んでいる。

③継続的な啓発が今後も必要である。

発達段階に応じた性
教育に取組み、正し
い知識の普及啓発が
進むよう、男女平等
教育推進委員会等
で、情報共有や意見
交流を行う

学校教育現場で
発達段階に応
じ、性に関する
正しい知識を習
得できるよう継
続して取り組ん
でほしい。

学校教育課

88

施策

生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康
支
援

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

男女の健康
に関する啓
発

男女の健康に関する
啓発について、生活
習慣病予防教室や骨
粗しょう症予防教室
などを開催し、広報
紙などを活用し、市
民が受講しやすい内
容に努めます

市民の健康の増進
に寄与することを
目的に、各種教室
を継続して開催し
市民の意見を取り
入れる

①生活習慣病予防教室延べ４４人、糖尿病予防教
室延べ６９人、骨粗しょう症予防教室延べ５９人
の参加があった。

②各教室を実施し、市民の健康の増進に寄与する
ことができたが、参加者数が伸びにくい。

③生活習慣病予防教室と糖尿病教室を再編し、若
い世代が参加しやすいような内容に再構築する。

若い世代からの健康
に関する意識向上を
目的に、教室を実施
する

高齢者が増加す
る社会状況にあ
り、健康ブーム
で各教室が活発
に利用されてお
り、引き続き、
参加者増加に向
けたPRに取り組
む必要がある。

健康増進課

89

飲酒、喫
煙、薬物乱
用防止対策
などの推進

医師会や保健所など
の関係機関、学校、
家庭、地域などとの
連携により、飲酒、
喫煙、薬物乱用防止
対策に努めます

保健所や医師会等
の関係機関と連携
を図りながら、健
康保持等の周知啓
発に努める

①歯科健康展やキッズカーニバルなど、大勢の市
民が来場するイベント時に、パンフレットの設
置、ポスターや教育媒体の展示を行い、多くの来
場者に興味を持って見てもらえた。

②特にたばこの禁煙指導媒体（たばこのタールそ
のものを紹介）を用いた禁煙啓発は、来場者の反
応が良く、たばこの害の周知啓発活動を行えた。

③キッズカーニバルや健康展等の場で健康保持・
増進に関する紹介に努め、周知啓発を図る。

保健所や医師会等の
関係機関と連携を図
りながら、健康保持
等の周知啓発に努め
る

飲酒・喫煙・薬
物乱用防止な
ど、さまざまな
機会を捉えて、
今後も継続した
啓発活動が必要
である。

健康増進課

90

2 生涯各期
に応じた
健康対策
を進める

妊娠や出産
などに関す
る健康支援

飛び込み出産の防止
や妊娠高血圧症候
群、貧血の早期発見
など、妊婦の健康の
保持・増進を図るた
め、妊婦健康診査の
周知と受診の促進を
図りますまた、相談
や乳幼児健診、訪問
活動など、母子の健
康の保持・増進を図
ります

妊婦健診の受診勧
奨に努めるととも
に、乳幼児健診・
家庭訪問等の母子
保健事業を継続的
に実施し妊産婦・
乳幼児の健康の保
持・増進を図る

①ホームページやポータルサイトなど様々な媒体
を通じ、妊婦健診の周知と受診の促進を図った。
また、保健師による相談や健診、訪問活動等の母
子保健事業やママパパ教室、日曜日に開催するサ
ンデーママパパ教室についても実施した。

②サンデーママパパ教室については、妊婦のみで
なく、夫の妊婦や育児についての理解を促進する
ことができた。

③母子健康手帳と同時に配布している妊婦健診補
助券を交付する際に、妊婦健診の勧奨を行い、受
診の促進を図る。

公費負担額の拡充に
伴い、さらなる妊婦
健診の受診勧奨に努
めるとともに、乳幼
児健診・家庭訪問等
の母子保健事業を継
続的に実施し妊婦の
健康の保持・増進を
図る

引き続き妊婦健
診の受診勧奨に
取り組みなが
ら、共働き家庭
のサンデーママ
パパ教室につい
ても、夫婦二人
で子育てできる
よう、継続して
実施されること
が望まれる。

健康増進課

91

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

乳幼児期か
らの食育の
推進

健康づくりの基礎と
なる乳幼児期に、適
切な食習慣の確立や
食を通じた豊かな人
間性の構築、家族の
関係づくりなどを深
めるため、食生活の
重要性について、総
合的な食育の推進を
図ります

関係機関とも連携
を図りながら、門
真市健康増進計
画・食育推進計画
の推進体制を充実
させ計画に取り組
む

①25年3月に門真市健康増進計画・食育推進計画
を策定した庁内関係14課で構成するワーキング
チームで、健康・食育に関する推進体制等の進捗
を図る予定としている。

②25年度実施分から評価を行う予定である。

③今後検討する。

関係機関とも連携を
図りながら、門真市
健康増進計画・食育
推進計画の推進体制
を充実させ計画に取
り組む

1日に3度の食
事は、子どもの
心身の発達に大
きな影響を与え
ることを再認識
し、今後の計画
の推進に期待す
る。

健康増進課

92

成人・高齢
期における
健康づくり
の推進

死因や要介護等認定
の原因疾患の男女の
違いなどを踏まえ、
がん検診の受診や疾
病に関する正しい知
識の啓発を進めます
また、心の健康相談
の充実に努めます

がん検診やその他
検診についての周
知、受診勧奨に努
め受診増を図る。
また、健康相談を
受ける中で、心の
問題など適切な窓
口紹介をし充実し
た相談支援を進め
る

①広報や一般健診、歯科健康展などの機会に、ポ
スターやちらしなどで受診勧奨を実施した。ま
た、心の健康相談については毎週保健師による面
談・電話健康相談を実施する中で、不安の傾聴、
助言など行い、必要な場合は窓口紹介を行った。

②女性のがんについて受診率の伸びがあまり良く
ない。心の健康相談は保健所が保健福祉センター
で実施しており、当課が相談者を保健所職員に繋
ぐことで効果を得ている。

③がん検診（乳がん・子宮がん・大腸がん）につ
いては、国の補助事業（無料クーポンと受診勧奨
通知）や集団検診実施の周知PRを行い、受診率の
向上を図る。心の健康相談については、保健所等
関係機関・関係各課との連携強化を図る。

がん検診やその他検
診についての周知、
受診勧奨に努め受診
増を図る。また、健
康相談を受ける中
で、心の問題など適
切な窓口紹介をし充
実した相談支援を進
める

女性のがん検診
について、対象
者への電話等に
よる受診勧奨な
ど、受診率を向
上させる取組の
検討が必要。ま
た、心の健康相
談は、守秘義務
を守りつつ、関
係機関と連携
し、相談窓口を
紹介できる体制
と気軽に傾聴し
てもらえる体制
づくりが必要で
ある。

健康増進課

93

健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

各スポーツ団体が
実施するイベント
等の事業に幅広い
市民の参加を促
し、スポーツを通
して市民の健康増
進を図る

①スポーツ団体が主催する大会事業（門真市民総
合体育大会、門真市スポーツ少年大会）に対し補
助金（総額550,000円)を交付した。スポーツ団
体との共催で、北河内地区総合体育大会・大阪府
総合体育大会・三島・北河内地区対抗柔道大会・
北河内地区駅伝競走大会を実施した。

②各種大会の実施を通じて、市民のスポーツの振
興ができた。

③スポーツ団体への効果的な支援に努めるととも
に、市民総合体育大会のあり方について検討す
る。

各スポーツ団体が実
施するイベント等の
事業に幅広い市民の
参加を促すととも
に、市民の誰もが気
軽に参加でき、ス
ポーツ活動のきっか
けづくりの場となる
スポーツ大会の開催
をめざす

市民のスポーツ
への参加機会が
より一層増える
よう促すととも
に、スポーツを
通じた健康の保
持増進のため、
大きな大会だけ
でなく、誰もが
気軽に参加でき
るよう、一層の
スポーツ振興に
期待する。

スポーツ振興課　

94

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

関係機関と連携
し、歩こうよ・歩
こうね運動等のス
ポーツ活動の促進
を行う

①広報紙に掲載し、事業の周知に努めるととも
に、関係機関と連携し、歩こうよ・歩こうね運動
等スポーツ活動の促進に努めた。

②高齢者の健康維持・増進に寄与した。

③高齢者の閉じこもりの予防や、健康の維持・推
進のため、今後も参加数や完歩者が増加していく
ような支援が必要である。

関係機関と連携し、
歩こうよ・歩こうね
運動等のスポーツ活
動の促進を行う

歩こうよ・歩こ
うね運動は、年
齢を超えた全市
民運動として促
進していただき
たい。また歩行
は認知症予防に
も効果的であ
り、参加者数の
増加に期待す
る。

高齢福祉課

95

2 1 困難な状
況に置か
れた人々
の課題解
決のため
の支援を
強化する

ひとり親家
庭に対する
支援

母子家庭等ひとり親
家庭の自立支援を計
画的に進めます

第２次ひとり親家
庭等自立促進計画
の推進に努める

①母子自立支援員による相談をひとり親家庭の自
立相談とし、母子・父子・離婚前相談の対応に努
めた。

②相談先の周知啓発に努めるとともに、相談体制
の充実を図り、関係各課及び関係機関と連携強化
に努めた。

③関係各課及び関係機関と、さらなる連携強化を
図る。

第２次ひとり親家庭
等自立促進計画の推
進に努める

関係機関等との
連携に努め、第
２次ひとり親家
庭等自立促進計
画の推進に期待
する。

子ども課

96

高齢者に対
する支援

介護保険サービスの
提供を進め、地域で
の自立した生活を支
援するための事業を
推進します

今後も高齢者数及
び高齢化率の上昇
が見込まれるた
め、適切な要介護
認定及び保険給付
のみならず、家族
介護者の支援や介
護の予防について
も重点的に進めて
いく

①高齢者の権利擁護、生活困窮など困難な状況等
についての相談に応じ、適切な支援を行った。

②個々のケースの課題の解決に向け、関係機関と
連携し支援に取り組んだ。

③高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らせる
ための支援体制の整備が必要である。

高齢化の更なる伸展
を踏まえ、地域包括
支援センター・介護
保険事業所等の連携
を一層強化し、支援
する

地域包括支援セ
ンター・介護保
険事業所等の連
携の一層の強化
に努められた
い。

高齢福祉課

97

障がいのあ
る児童に対
する支援

障がいのある子ども
が、地域で社会の一
員として主体的に生
きる力を高められる
ように、関係機関な
どと連携し、ライフ
ステージに合った福
祉・保健・医療など
を支援します

Ｈ２５年４月の児
童福祉法改正・障
害者総合支援法施
行に伴い、難病を
有する児童が障が
い児支援の対象と
なったことから、
児童福祉法・障害
者総合支援法に基
づく障害児支援の
利用を推進する

①障がい福祉サービス・地域生活支援事業のサー
ビスとともに、障がい児通所支援の利用を推進し
た。

②障がい児通所支援の利用が進み、障がい児を養
育されている保護者の負担軽減や継続的な療育を
提供することができた。

③今後も障がい児サービスについて市ホームペー
ジ・福祉のしおり等で継続して周知を行う。

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援事
業、障がい児通所支
援の提供を行い、障
がい児の療育を推進
し、保護者の負担の
軽減に努める

障害児への療育
支援に努め、精
神的・肉体的な
保護者の負担の
軽減に努められ
たい。

障がい福祉課

98

さ
ま
ざ
ま
な
困
難
を
抱
え
る
人
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

障がいのあ
る人に対す
る支援

障がい福祉サービス
の提供を進め、地域
での自立した生活を
支援するための事業
を推進します

Ｈ２５年４月の障
害者総合支援法施
行に伴い、新たに
難病等の方々が
サービスの利用対
象となったことか
ら、より一層必要
なサービスの利用
を推進し、自立に
向けた支援を行な
う

①難病等の方々にも障がい福祉サービス・地域生
活支援事業のサービス提供を実施した。

②申請者へはサービスを提供、また就労相談にも
関係機関と連携して対応するなど自立した生活へ
の支援を実施した。

③市ホームページ・福祉のしおり等で対象者に継
続して周知を行う。

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援事
業等の提供を行い、
障がい者の自立に向
けた支援を行う

障がい福祉サー
ビス・地域生活
支援事業等の有
効活用に期待す
る。

障がい福祉課

99

生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

生活が困窮してい
る人等への支援策
として、住宅支援
給付事業および門
真市援護資金貸付
事業を実施し、委
託相談事業として
コミュニティソー
シャルワーカー配
置事業、総合相談
事業を実施してい
るこれらの事業を
実施・充実させて
いくとともに、窓
口間の情報提供、
つなぎ機能の強化
などの有機的連携
を図っていく

①住宅支援給付事業による住居費の扶助及び門真
市援護資金貸付事業による生活費の貸付により、
生活困窮者に対し自立に向けた支援を図った。ま
た、委託相談事業として実施しているコミュニ
ティソーシャルワーカー配置事業、総合相談事業
により、市民の多様な相談に対応し、問題解決に
努めた。

②各相談事業間の連携を強化し、支援策を包括的
に検討することで、より様々な相談に対応するこ
とが可能となった。

③課題を抱えた方がすぐに相談できるよう周知に
努めるとともに、自発的に窓口に相談に来られな
い方への支援について検討を行う。

生活が困窮している人
等への支援策として、
住宅支援給付事業およ
び門真市援護資金貸付
事業を実施し、委託相
談事業としてコミュニ
ティソーシャルワー
カー配置事業、総合相
談事業を実施している
これらの事業を実施・
充実させていくととも
に、窓口間の情報提
供、つなぎ機能の強化
などの有機的連携を
図っていく

コミュニティソー
シャルワーカー配
置事業、総合相談
事業の周知と利用
の促進に期待す
る。

福祉政策課　

100

生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

関係各課及び課内
に配置した相談員
（就労支援員等）
を活用し、生活困
窮者（生活保護受
給者）の自立支援
に努める

①課内に相談員（就労支援員等）を配置し、就労
支援等の相談を行うことにより、生活困窮者（生
活保護受給者）の自立支援を行った。

②相談員(就労支援員等)を配置したことにより、
生活困窮者（生活保護受給者）の自立の助長につ
ながった。

③相談員（就労支援員等）を増員したり、関係機
関（ハローワークナビ支援等）を活用し、さらな
る生活困窮者（生活保護受給者）の自立支援を行
う。

関係各課及び課内に
配置した相談員（就
労支援員等）及び関
係機関（ハローワー
クナビ支援等）を活
用し、生活困窮者
（生活保護受給者）
の自立支援に努める

関係機関等をも
活用し、様々な
施策を講じなが
ら、自立支援に
努められたい。

保護課

101

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

就労困難者
に対する就
労支援

母子家庭の母や寡
婦、高齢者や障がい
のある人など、就労
が困難な人の就労を
促進するため、ハ
ローワーク等関係機
関と連携し、就労機
会の確保・拡大に努
めます

職業訓練等の情報
提供とともに、ハ
ローワークとの連
携強化を図り、ひ
とりでも多くの就
職困難者が就労で
きるように努める

①国や大阪府からの技能向上、資格取得のための
職業訓練等の情報提供等のチラシ・パンフレット
を設置し、情報提供及び周知に努めた。

②ハローワークとの十分な連携ができなかった。

③ハローワークとの連携を強化し、地域就労支援
センターによる就労相談・支援に努める。

地域就労支援セン
ターにおいて、職業
訓練等の情報提供す
るとともに、ハロー
ワークとの連携強化
を図り、ひとりでも
多くの就職困難者が
就労できるように努
める

資格取得や職業
訓練等の周知と
ともに、地域就
労支援センター
の就労相談とハ
ローワークとの
連携を強化し、
周知を図ること
が必要である。

産業振興課

102

小地域活動
の推進

地域の高齢者や障が
いのある人、子育て
中の親子など支援を
必要とする人々が住
み慣れたまちで安心
して生活できるよう
に、地域住民の参加
と協力による支え合
い、助け合いの取り
組み「小地域活動」
を推進し、地域力の
強化を図ります

引き続き、門真市
社会福祉協議会が
実施する小地域
ネットワーク活動
に対し補助金を交
付するとともに、
よりきめ細やかか
つ実効的な事業が
実施できるような
仕組みづくりや助
言を行っていく

①門真市社会福祉協議会が実施する小地域ネット
ワーク活動に対し、補助金を交付した。

②補助金の交付による地域住民の「小地域活動」
を支援することにより、地域力の向上につながっ
た。

③主体となる地域住民が、より効果的に活動が行
えるような仕組みづくりや助言を引き続き検討す
る。

引き続き、門真市社
会福祉協議会が実施
する小地域ネット
ワーク活動に対し補
助金を交付するとと
もに、よりきめ細や
かかつ実効的な事業
が実施できるような
仕組みづくりや助言
を行う

小地域ネット
ワーク活動の周
知徹底と、関係
機関との連携強
化に向けた会議
の機会が必要で
はないか。

福祉政策課　

103

2 女性であ
ることで
複合的に
困難な状
況に置か
れている
人々への
対策を進
める

情報提供の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、生活情報や行政
サービス情報などを
提供します

広報やホームペー
ジだけでなく、講
演会開催時に情報
提供するなど、困
難な状況にある女
性が安心できる情
報提供を行う

①広報かどま4月号、9月号、12月号、毎年12月
に発刊している「人権週間特集号」及び市ホーム
ページに相談窓口等を掲載するとともに、「人権
なんでも相談」のチラシをイベント等で配布し、
周知啓発を行った。

②広報紙による定期的な相談窓口のPRを行ったこ
とに加え、チラシの啓発が行えた。

③さらに相談窓口等の周知を行い、安心して日常
生活を送ることができるよう、情報提供に努め
る。

広報やホームページ
だけでなく、講演会
開催時に情報提供す
るなど、困難な状況
にある女性が安心で
きる情報提供を行う

広報、ホーム
ページだけでな
く、様々な媒体
を活用し情報提
供を行うととも
に、自治会や民
生委員児童委員
等の活動と連携
した情報提供方
策について、検
討が必要であ
る。

人権政策課

104

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談を
引き続き実施する
とともに、関係機
関や庁内各課と連
携し、相談体制の
充実を図る

①各種相談窓口の相談件数（H26.3.10現在）
人権相談113件
女性のための相談16件
人権擁護委員の相談3件

②人権相談は例年100件を超える相談実績があ
り、定着傾向がみられる。女性のための相談は、
前年度よりほぼ倍増、人権擁護委員の相談は人権
救済事案のため、ほぼ同数となっている。

③人権相談、女性のための相談、人権擁護委員の
相談は「人権なんでも相談」のチラシを活用し、
あらゆるイベントや人権講座において周知を行っ
た。さらなる周知策の工夫に取り組む。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員の相談を引き続
き実施するととも
に、関係機関や庁内
各課と連携し、相談
体制の充実を図る
（女性のための相談
は相談時間を午後に
変更し実施するた
め、周知を図る）

相談員のスキル
アップと、関係
機関との連携の
強化、市民への
周知が必要であ
る。

人権政策課

105

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及関係機関
と連携強化に努め
る

①相談者のニーズに応じて、関係各課及び関係機
関との連携強化に努めた。

②広報紙への掲載など、相談先の周知啓発に努
め、相談体制の充実を図った。

③関係各課及び関係機関とさらなる連携強化を図
る。

相談体制の充実を図
るとともに、関係各
課及関係機関と連携
強化に努める

相談者のエンパ
ワメントにつな
がる相談を提供
するために、相
談体制の充実と
相談員の継続し
た研修を願う。
相談員のための
支援も大切であ
る。

子ども課

106

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

障がいのある女性
や高齢者等に加
え、障害者総合支
援法施行に伴う難
病等の方々に対し
て、関係機関と連
携強化を図ってさ
まざまな相談に対
し支援を行う

①障がいのある女性・高齢者・難病等の方々から
の相談、障害者虐待防止法に関わる相談等に関係
機関と連携して対応した。

②関係機関との連携によりスムーズに問題に対応
し、取り組めた。

③研修などを通じ、継続的に相談支援体制の強化
に努める。

障がいのある女性や
高齢者・難病等の
方々に対して、関係
機関と連携強化を
図ってさまざまな相
談に対し支援を行う

相談者への支援
とともに、相談
者が安心して地
域で生活できる
ように、地域社
会への積極的な
啓発事業が望ま
れる。

障がい福祉課

107

方針 施策
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平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

母子家庭や寡婦、
障がいのある女
性、外国人女性の
生活保護受給者世
帯について関係各
課及び機関と連携
を図ると共に、専
任の面接相談員を
配置し、人権侵害
などの事情への総
合的な対応に努め
る

①関係各課及び関係機関と連携を図るとともに、
専任の面接相談員を配置し、母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外国人女性の生活保護受給者世
帯への対応を行った。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとともに、
専任の面接相談員を配置することにより、人権侵
害などの事案への対応がきめ細かく行えるように
なった。

③関係各課及び関係機関との連携を今後もきめ細
かく行っていくとともに、専任の面接相談員の充
実を図る。

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性の生活保護
受給者世帯について
関係各課及び機関と
連携を図ると共に、
専任の面接相談員を
配置し、人権侵害な
どの事情への総合的
な対応に努める

女性の貧困が社
会問題になる中
で、従来の支援
とともに、若い
女性への支援を
望む。相談者が
自分にあった自
立が可能になる
ように、男女共
同参画の視点が
確保できる支援
を期待する。

保護課

108

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

関係機関・関係各
課との連携強化を
図り、保健師が総
合的に対応できる
よう努める

①保健師が窓口や訪問により、母子家庭や障がい
のある女性、外国人女性などの相談等支援に対応
し、必要に応じて、関係課や関係機関と連携し、
支援を行った。

②保健師のみの体制でなく、複数の関係各課と連
携することで、相談者に対し充実したきめ細かい
対応やサービスが提供できた。

③関係各課・関係機関との連携強化を図るととも
に、保健師の能力向上にも努める。

関係機関・関係各課
との連携強化を図
り、保健師が総合的
に対応できるよう努
める

保健師が総合的
に対応できる体
制づくりは支援
の向上のために
重要である。さ
らなる充実を望
む。保健師の燃
え尽き防止のた
めにケア対策を
期待する。

健康増進課

109

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談に
おいて関係各課や
関係機関等との連
携を図り相談対応
の充実に努める

①大阪府や法務局、その他関係機関、庁内関係各
課と連携し、人権相談、女性のための相談、人権
擁護委員の相談を実施した。

②大阪府や法務局、庁内関係機関等と連携し、相
談体制の充実が図れた。特に、女性のための相談
は専門女性カウンセラーの対応が高評価を得てい
る。

③様々な地域の実情に沿った相談ケースに対応で
きるよう、さらなる連携体制を強化する。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員の相談において
関係各課や関係機関
等との連携を図り相
談対応の充実に努め
る

関係機関との連
携をより円滑に
実行するため
に、女性専門相
談員とともに、
各機関との調整
ができるコー
ディネーターの
配置が望まし
い。

人権政策課

110

方針 施策

32



平成25年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成25年度
の事業目標

平成25年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成26年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及び関係機
関と連携強化に努
める

①相談内容に応じて専門の相談員が対応し、支援
の充実を図った。また、関係各課及び関係機関と
連携強化に努めることで、より総合的な支援体制
の構築に努めた。
　
②広報・啓発など、相談先の周知啓発に努め、相
談対応の充実を図った。

③関係各課及び関係機関との円滑な連携強化を図
り、相談体制の充実を図る

相談体制の充実を図
るとともに、関係各
課及関係機関と連携
強化に努める

複合的課題を抱
えた時に、子ど
もに関すること
は相談しやす
い。支援を必要
とする人の目に
留まるように、
相談しやすい機
関だという広報
の工夫を期待す
る。

子ども課

111

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

障がいのある女
性・高齢者・外国
人や難病等を抱え
る方々に相談体制
の充実を図り、関
係機関と連携し支
援に努める

①障がいのある女性・高齢者・外国人、難病等の
方々が抱える様々な問題に関係機関と連携して取
り組んだ。

②複合的な問題にも関係機関と連携して対応し
た。

③さまざまな問題を抱える障がい者の相談に対応
できるよう、さらに関係機関との連携協力体制を
強化する。

障がいのある女性・
高齢者・外国人、難
病等の方々が抱える
様々な問題に対し
て、相談に対応し、
関係機関と連携強化
を図って解決に向け
た支援を行う

相談・連携体制
の継続に加え
て、具体的な困
難に応じた適切
な行政サービス
が実際に提供さ
れるよう、支援
体制の充実を希
望する。

障がい福祉課

112

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

複合的な問題を抱
えた生活保護受給
者世帯の悩みや困
難を解決するため
関係各課及び関係
機関と連携を図る
とともに、課内の
相談員（子ども健
全育成相談員等）
を活用することに
より問題の解決に
努める

①関係各課及び関係機関と連携を図るとともに、
課内の相談員（子ども健全育成相談員）を活用す
ることにより、複合的な問題を抱えた生活保護受
給者世帯の悩みや困難を解決し、世帯の自立助長
を行った。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとともに、
課内の相談員（子ども健全育成相談員）を活用す
ることにより、悩みや困難が解消され世帯の自立
助長が図られた。

③関係各課及び関係機関と連携をきめ細やかに行
う。また、課内の相談員（子ども健全育成相談員
等）のさらなる活用を行う。

複合的な問題を抱え
た生活保護受給者世
帯の悩みや困難を解
決するため関係各課
及び関係機関と連携
を図るとともに、課
内の相談員（子ども
健全育成相談員等）
を活用することによ
り問題の解決に努め
る

福祉と財政の均
衡を考慮しつ
つ、自立支援に
向けた各種サー
ビス態勢の継続
を希望する。

保護課

113

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

家庭内問題を抱え
る家庭の問題解決
のため関係各課・
関係機関との連携
による対応の充実
を図る

①保健師が訪問等を行う中で、家庭内問題（DV・
虐待・金銭・不就労等）を抱える家庭が増加して
おり、関係各課や関係機関と連携し、支援・措置
を行った。

②庁内各課との連携は不可欠であり、家庭内の困
難を解決するための連携が図れた。

③関係各課・関係機関との連携強化を図り、保健
師の専門能力の向上に努め対応する。

家庭内問題を抱える
家庭の問題解決のた
め関係各課・関係機
関との連携による対
応の充実を図る

これまでの関係
課との連携の充
実の継続が図ら
れ、今後も継続
を望むととも
に、保健師の積
極活用など、よ
りきめ細やかな
対応が図られ、
取組の継続を希
望する。

健康増進課

114

方針 施策
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